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平成２７年第１回（３月）岬町議会定例会第２日会議録 

 

○平成２７年３月５日（木）午前１０時００分開議 

 

○場 所   岬町議会議場 

 

○出席議員 次のとおり１３名であります。 

  １番 川 端 啓 子   ２番 鍛 治 末 雄   ３番 奥 野   学 

  ５番 田 島 乾 正   ６番 竹 内 邦 博   ７番 小 川 日出夫 

  ８番 （欠員）   ９番 竹 原 伸 晃   10番 出 口   実 

  11番 道 工 晴 久   12番 豊 国 秀 行   13番 中 原   晶 

  14番 辻 下 正 純   15番 反 保 多喜男   

 

  欠席議員 ０ 名 

  傍  聴 ８ 名 

 

○地方自治法第１２１条の規定により本会に出席を求めた者は次のとおりであります。 

町 長 田 代   堯 水道事業理事 鵜久森   敦 

副 町 長 中 口 守 可 

総務部理事兼 

財政改革部理事兼 

まちづくり戦略室理事 

岸 野 行 男 

教 育 長 笠 間 光 弘 
しあわせ創造部 

理     事 
串 山 京 子 

まちづくり戦略室 

長兼町長公室長 
保 井 太 郎 都市整備部理事 木 下 研 一 

総 務 部 長 古 谷   清 都市整備部理事 家 永   淳 

財政改革部長 四至本 直 秀 都市整備部理事 早 野 清 隆 

しあわせ創造部長 古 橋 重 和 会 計 管 理 者 廣 田 節 子 

都市整備部長 末 原 光 喜 財政改革部副理事 相 馬 進 祐 
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兼 財 政 課 長 

教 育 次 長 中 田 道 徳 
しあわせ創造部副理 

事兼子育て支援課長 
竹 下 雅 樹 

危 機 管 理 監 岸 本 保 裕 高齢福祉課長 池 下 信 行 

企 画 政 策 監 西   啓 介   

 

○本会の書記は次のとおりであります。 

議会事務局長 谷 下 泰 久 議会事務局主幹 増 田   明 

 

○会  期 

   平成２７年３月４日から２６日（２３日間） 

 

○会議録署名議員 

 １４番 辻 下 正 純  １５番 反 保 多喜男 

 

――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 

議事日程 

  日程１  一般質問 

  日程２ 議案第 ２ 号 平成２６年度岬町一般会計補正予算（第６次）の件 

  日程３ 議案第 ３ 号 平成２６年度岬町介護保険特別会計（保険事業勘定）補正予算（第

３次）の件 

  日程４ 議案第４号 平成２６年度岬町淡輪財産区特別会計補正予算（第１次）の件 

  日程５  平成２７年度当初予算に関する説明 

  日程６ 議案第５号 平成２７年度岬町一般会計予算の件 

  日程７ 議案第６号 平成２７年度岬町国民健康保険特別会計予算の件 

  日程８ 議案第７号 平成２７年度岬町後期高齢者医療特別会計予算の件 

  日程９ 議案第８号 平成２７年度岬町下水道事業特別会計予算の件 

  日程１０ 議案第９号 平成２７年度岬町漁業集落排水事業特別会計予算の件 

  日程１１ 議案第１０号 平成２７年度岬町介護保険特別会計（保険事業勘定）予算の件 
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  日程１２ 議案第１１号 平成２７年度岬町介護保険特別会計（介護サービス事業勘定）予算

の件 

  日程１３ 議案第１２号 平成２７年度岬町淡輪財産区特別会計予算の件 

  日程１４ 議案第１３号 平成２７年度岬町深日財産区特別会計予算の件 

  日程１５ 議案第１４号 年度岬町多奈平成２７川財産区特別会計予算の件 

  日程１６ 議案第１５号 平成２７年度岬町水道事業会計予算の件 

  日程１７ 議案第１６号 工事請負契約中変更の件（公共下水道汚水管埋設工事（２４－

９）） 

  日程１８ 議案第１７号 岬町交流センター条例を制定する件 

  日程１９ 議案第１８号 岬町教育長の勤務時間、休日、休暇等及び職務専念義務の特例に関

する条例を制定する件 

  日程２０ 議案第１９号 岬町特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の利用者負担額等

に関する条例を制定する件 

  日程２１ 議案第２０号 岬町立子育て支援センター条例を制定する件 

  日程２２ 議案第２１号 岬町地域包括支援センターの人員及び運営に関する基準を定める条

例を制定する件 

  日程２３ 議案第２２号 岬町指定介護予防支援事業者の指定並びに指定介護予防支援等の事

業の人員及び運営並びに指定介護予防支援等に係る介護予防のため

の効果的な支援の方法に関する基準を定める条例を制定する件 

  日程２４ 議案第２３号 岬町行政手続条例の一部を改正する件 

  日程２５ 議案第２４号 岬町基金条例の一部を改正する件 

  日程２６ 議案第２５号 岬町税条例の一部を改正する件 

  日程２７ 議案第２６号 岬町手数料条例の一部を改正する件 

  日程２８ 議案第２７号 岬町立保育所条例の一部を改正する件 

  日程２９ 議案第２８号 岬町介護保険条例の一部を改正する件 

  日程３０ 議案第２９号 岬町指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する

基準を定める条例の一部を改正する件 

  日程３１ 議案第３０号 岬町指定地域密着型介護予防サービスの事業の人員、設備及び運営

並びに指定地域密着型介護予防サービスに係る介護予防のための効

果的な支援の方法に関する基準を定める条例の一部を改正する件 
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  日程３２ 議案第３１号 岬町営住宅条例の一部を改正する件 

  日程３３ 議案第３２号 地方教育行政の組織及び運営に関する法律の一部を改正する法律の

施行に伴う関係条例の整備等に関する件 

  日程３４ 議案第３３号 岬町立幼稚園条例の一部を改正する件 

  日程３５ 議案第３４号 岬町立テニスコート条例の一部を改正する件 

  日程３６ 議案第３５号 岬町保育所における保育に関する条例を廃止する件 

  日程３７ 議案第３６号 岬町固定資産評価審査委員会委員の選任について同意を求める件 
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（午前１０時００分 開会） 

○奥野 学議長 皆さん、おはようございます。 

  ただいまから平成２７年第１回岬町議会定例会２日目を開会します。 

  ただいまの時刻、午前１０時００分です。本日の出席議員は１３名全員です。欠員１名です。

定足数に達しておりますので、本定例会は成立しました。 

  本定例会には、町長以下の関係職員の出席を求めております。 

  これより本日の会議を開きます。 

 

―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 

○奥野 学議長 日程１、一般質問を行います。 

  昨日に引き続き、順位に従いまして質問を許可します。 

  初めに、田島乾正君。 

○田島乾正議員 それでは、通告どおり一般質問を実施いたします。 

  本日は、昨日の時間の関係で本日に繰り越したということで、冒頭、私が一般質問、２点につ

いて質問をしたいと思います。 

  空き家等の推進に関する特別措置法の部分と、そして、安全・安心な公共施設についてで、表

題になっているんですけども、公共施設は大変たくさんあるということで、本庁舎に絞った角度

で安全であるのか、そういう施設等について質問したいと思います。 

  まず冒頭に、空き家等の推進に関する特別措置法案、この部分について、ちょっとお聞きした

いと思います。 

  私なりに調べたんですけども、やはり担当のほうから質問に対するご答弁をいただいて、正し

い認識を得たいと、かように思っていますので、一つよろしくお願いいたします。 

  当町でも、空き家対策として条例制定をしており、これは昨年ですか、昨年４月に条例施行さ

れたと認識しているのですけども、これは当町の空き家及び空き地の適正管理及び有効活用に関

する条例を施行されたのが平成２６年４月１日から施行すると、こういう部分、再確認もしてま

いりました。 

  そして、国の特別措置法案についても、ある程度、資料で勉強したんですけども、やはり担当

の方からのご説明、ご答弁をいただきたく思います。 

  大変、空き家問題、全国的に問題化されて、そして、なぜ空き家がふえるのかと、その要因が

どうであるのかということをまた質問いたしますが、まず、２０１３年度の総務省の調査では、
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空き家の多い自治体は大阪府が２１万４，４００戸、東京都が１５万２，５００戸、兵庫県が１

４万７，７００戸、北海道が１３万９，５００戸、愛知県が１３万４，５００戸と、全国的に大

阪府が第１位の空き家を抱えているということで、この問題について、当町も大阪府であります

し、私も議員活動で当町の隅から隅までバイクで走ったり、歩いたりして、本当に住宅地、空き

地等の実態を把握させていただいております。 

  本当に、住宅があったところがなくなったと。また、住宅は建っているけども、これは人が住

んでいるような状態でないということを常に把握をしておりますので、この部分について、また

最後にお聞きしますけど、まず、当町の条例に対して、現在、国が特別措置法案を訴えている部

分について、この法律と条例と整合性をどう考えているのかと。そして、今後、どういう方向性

に、せっかく条例をつくったんですけども、条例を廃止するのか、それとも特別法と条例と併合

して運用していくのか、この点もお聞きしたいと思いますが、まず、第１点に、この特別法の定

義、空き家等とは、そして特定空き家等とは、この定義の部分について、まずご答弁願いたいと

思います。 

○奥野 学議長 都市整備部長、末原光喜君。 

○末原都市整備部長 田島議員のご質問にお答えさせていただきます。 

  まず、空き家対策の推進に関する特別措置法が制定された背景ですが、全国的に適切な管理が

行われていない空き家等が防災、衛生、景観等の面におきまして、地域住民の生活環境に深刻な

影響を及ぼしております。 

  地域住民の生命、身体、財産の保護、生活環境の保全、あわせて空き家等の活用を促進するた

め、空き家等に関する施策に関し、国による基本方針の策定、市町村による空き家等対策計画の

策定、その他、空き家等に関する施策を推進するために、必要な事項を定めることにより、空き

家等に関する施策を総合的かつ計画的に推進する必要があることから、平成２７年２月１７日に

閣議決定され、平成２７年２月２６日から施行されたものでございます。 

  ただし、附則第１号、ただし書きに規定する立ち入り調査等特定空き家等に関する措置及び過

料については、この平成２７年５月２６日から施行するものとしたものでございます。 

  まず、定義ですが、空き家等とは、「建築物又はこれに附属する工作物であって居住その他の

使用がなされていないことが常態であるもの及びその敷地をいう。ただし、国又は地方公共団体

が所有し、又は管理するものを除く。」とするものでございます。 

  次に、特定空き家等とは、「そのまま放置すれば倒壊等著しく保安上危険となるおそれのある

状態又は著しく衛生上有害となるおそれのある状態、適切な管理が行われていないことにより著
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しく景観を損なっている状態その他周辺の生活環境の保全を図るために放置することが不適切で

ある状態にあると認められる」空き家等をいうものでございます。 

○奥野 学議長 田島乾正君。 

○田島乾正議員 ただいま答弁いただいたんですけども、当町の空き家、空き地条例等々とまた違

って、国の措置法では、先ほど答弁いただきましたとおり、空き家等と特定空き家等との違いを

ご説明いただいたんですけれども、特定空き家等とは、これははっきりご答弁のとおり、危険家

屋で、人が住むには大変危険性が多いという家屋を意味していると思うんです。 

  これの認定等々は、資格のない方が危険家屋の認定はできないと、それらしき技術を持った、

そういう認定できる有資格者が認定すべき問題だと、かように思っています。それは、別として。 

  そしたら、今、説明していただいたんですけども、国の方針は空き家等の定義を述べてるんで

すけども、そしたら、国の特別法を遵守するなら当町の条例はどうするんやと、条例より上位の

ものがある限り条例を優先的に執行できないということになりますわね。公務員は法的根拠で仕

事してはるんやから、上位法には逆らえないということになりますので、当町の条例はいかがす

るのかということも最後に一度確認したいと思うんですけども。 

  問題は、こういう問題をいろいろ縛りかけていくのは結構ですけども、まず、根本的に空き家

はなぜ減らないのかということですね。なぜふえるのかという、こういう部分を整理していかん

と、幾ら立派なそういう特別法なり条例こしらえても解決できないと思うんです。 

  はっきり言って、例えば、本来は捨て猫や捨て犬の問題と同様に、人間が最後まで責任を持っ

て管理すべきところを管理しないから危険家屋が発生するということと、そして、問題は、固定

資産税の部分があると思うんです。家が建っていれば固定資産税が軽減される、家がなくなれば

固定資産税がぐっとアップする。そういう問題を抱えているから空き家がなくならない。 

  例をとれば、住宅が建っていれば２万円弱の固定資産税が、住宅を壊せば、本来の１３万円の

固定資産税に戻ってしまう。当然、所有者は住まなくなった家でも壊さず置いておくと。この問

題ですね。この問題を解決しようと思ったらどうするかといったら、結局、国のほうも訴えてい

る財政上の処置及び税制上の措置と、この問題をクリアしないと恐らくおうちを持っている方は

壊したくても壊せないという固定資産税の問題があると。そして、解体費用の問題があると。そ

れさえクリアすればきれいな更地にするのは、当然、所有者も嫌ではないと思うんですね。 

  そういうことで、当町の条例と国が特別法を施行している部分をどう運用していくかといった

ら、まず、最後の財政上の措置等、これについて、税の問題になるんですけども、これの措置等

を岬町の場合できるのかと。空き家の件数にもよりますけども、そういう特例でそういうことが
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できるのかできないのか、まずちょっと担当のほうで説明願いたい。でないと、できないのにこ

ういうまた特別法に対して運用できないと思うんですわ。 

  ということで、できるのかできないのか、ざくっと答弁願いたいと思います。 

○奥野 学議長 財政改革部長、四至本直秀君。 

○四至本財政改革部長 これにつきましては、今回、総務文教委員会協議会のほうで説明させてい

ただこうと思っていたのですが、今現在、法は定まっておりませんけれども、今回、固定資産税

の特例措置ということで、この法令に基づきまして危険家屋という形になったものにつきまして

は土地に係る軽減部分、小規模住宅、それと一般住宅、その部分の軽減部分が外れるような形に

なるという状況が今、想定されております。 

○奥野 学議長 田島乾正君。 

○田島乾正議員 まだはっきり方向性が見えていないということで、委員会等で説明をいただいた

上でこの部分についてはまた質問したいと思いますので、一般質問では一応避けて抑えておきま

すので、その部分は一番大切なことですので、私も総務文教委員会の担当委員になっていますの

で、また、その時期にお伺いしたいと思います。 

  ということで、こういう特別法が動き出したら、最終的には岬町の空き家及び空き地等の適正

管理に活用する条例、これをどう運用していくのか、担当の方にちょっとお聞きしたいんですけ

ども、当町の条例も施行されてから、平成２６年４月１日から施行されていますので、もう１年

近うなると思うんです。 

  この運用された経緯で、いろんな協議会等が立ち上げられたのか、運用の経緯を検証されたの

か、その部分と２つ合わせて今後この条例をどう運用していくのかということを担当のほうから

ご答弁願いたいと、かように思います。 

○奥野 学議長 都市整備部長、末原光喜君。 

○末原都市整備部長 まず、岬町のほうで空き家の条例はできておりますけども、今回、国のほう

から、先ほど四至本のほうから説明したように、平成２７年度の税制改正の概要というのが示さ

れておりますので、それに従う形で今後、具体的な取り決め、さきの状況が町のほうに伝わって

きます。それにあわせて、基本的な部分については、現在、それ以外のものではおおむね整合性

がとれておりますが、今後、一部施行が、この２月２６日に示されたばかりですので、ガイドラ

インが正式に示された時点で我々の条例についてもそれにあわせて整合するような形で処理した

いと考えております。 

○奥野 学議長 田島乾正君。 
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○田島乾正議員 担当部長から方向性、この条例の展望性について答弁いただきました。その点に

ついては慎重に進めていただきたいと、私ども議会としてもそれは注視して見届ける義務がござ

いますので、両輪のごとく、一つ立派な条例を施行するなら施行する、特別法を遵守するならす

ると、それはまた今後の選択肢で一つお願いしたいと、かように思います。 

  最後になりますけど、１点だけ、空き家対策に関して、やはり定住という言葉が今、流行って

るんですけども、やはり岬町も人口減少しているので、ともかく外部から岬町に定住してほしい

という考え方をぜひともこの機会に、定住者が来られるような空き家対策、これも入れていただ

いたらありがたいんですけども。 

  やはり、岬町に自然がある、それはいいとこです。いいとこですけども、住宅問題で恐らく空

き家等で、危険家屋等が多くて、入居するにも入居できる状態じゃないということでこの問題が

出て、定住者対策として空き家もいろんな面で利用できないのかという部分についても一つ検討

課題に入れていただきたいと、かように思いますので、やはり、岬町の人口が減っていますので、

定住者対策としても一つどこかの条文、項目に入れていただければありがたいと、人口増になる

と思います。 

  これ、余談ですけども、京都の伊根町という船宿の有名なところございますね。あそこは、人

口が減っているということで、これからの子どもを立派に育てるには、やはり教育が大事やと。

しかし、教育するにも子どもがいなかったら駄目やということで、京都の伊根町も定住対策を考

えて、そして、それプラス子どもたちが一生懸命勉強できるように教育面で給食費と修学旅行費

は全部無料で、町の賄いで、そういう教育をしていると。こういうことを耳に挟んでいるのです

が、そういう、ちょっと子どもたちの教育に優しいまちであれば、恐らく伊根町もこれから人口

がふえると思うんです。 

  ということで、当町も、やはり定住プラス教育の面においてもそういう賄いができるように財

政のほう、努力していただいて、自然もある、そして教育も、すばらしい教育のできる岬町とい

うことにちょっと空き家対策の中でも入れていただければ、恐らく人口はふえると思いますので、

その点、一つよろしくお願いしたいと思います。 

  この空き家対策については、私はこの部分で終えたいと思います。 

  建物の話ばっかりで恐縮するんですけども、２点目が安全・安心な公共施設ですね。これは、

公共施設といっても、当時、昭和の大合併で大変施設がないということで、小さな施設を大きな

施設に切りかえるのに、ばんこばんこ公共施設建てたと思うんです。 

  しかし、建てたところで、いろんなメンテナンスもできてない状態で、現在、公共施設が存続
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してるんですけども、絞って、本庁舎の部分について今回は質問したいと思います。多岐にわた

る公共施設を言ったところで、恐らく財政的に無理な話ですので、できる限り、やはり人等が入

居している、常に常駐している建物の部分について一度お聞きしたいと思います。 

  まず、昭和の大合併で合併してから、当町の役場の施設というのは半世紀が過ぎて、当時、合

併で建設された公共施設はこの庁舎、何年たっておられるんですかということですね。 

  そして、老朽化も始まっており、まず一番問題は耐震化ですね。施設の安全対策の対策を本当

に考えておられるのか。いろいろ耐震診断の結果も聞いたんですけども、まず、改めてこの岬町

の庁舎の安全性についてお聞きします。 

  １点目は、役場庁舎が建設されたのはいつごろであるのか、正確にお答え願いたい。 

  そして、庁舎の強度について、強度というのは老朽化の強度じゃなしに、老朽化もありますし、

プラス、いつ来るかと予測されている東南海地震に対する強度はどの程度いけるのか。 

  まず、この２点についてご答弁願いたいと思います。 

○奥野 学議長 総務部長、古谷 清君。 

○古谷総務部長 本庁舎は、昭和４０年４月の竣工でございまして、築５０年を迎えようとしてい

るところでございます。 

  昭和５６年以前の建築物でございますので、現行の耐震基準に照らして、耐震性能を診断いた

しました。 

  その結果、構造耐震指標（Ｉｓ値）が通常求められております０．６を大きく下回る０．１５

２という数値が出てまいりまして、大規模な地震による倒壊や崩壊の危険性が高いということが

判明しているところでございます。 

  また、ちなみに総務省消防庁は防災拠点となる建物については０．９以上が必要だというよう

にしているところでございます。 

○奥野 学議長 田島乾正君。 

○田島乾正議員 今のご答弁では、築５０年経過していると、老朽化対策も当然必要な施設やと。

そして、一番気になったのは耐震の危険度ですね。結構、通常の危険じゃなくして、私の受けと

めた考えでは、本当にいつ発生した場合にはどしゃっと崩れてしまうかというような庁舎と思う

んです。 

  これは、財政的に総務部長に答弁していただいたんですけども、やはり素人ではなしに、技術

屋さんは当町にもおりますので、技術屋さんの立場からしてどの程度の危険度があるか、まずご

答弁できるのでしたら一応ご指導願いたいなと、そういう答弁いただけたらありがたいんですけ
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ど、どなたかご答弁していただけませんでしょうか。 

○奥野 学議長 都市整備部理事、家永 淳君。 

○家永都市整備部理事 新耐震基準で設計されていない建物の耐震性能につきましては、耐震診断

を実施することでＩｓ値という構造耐震指標であらわされております。 

  その数値が先ほど総務部長のほうから一定０．６で定められておるということでございますが、

この０．６という数字は東南海・南海大地震等の大規模の地震、この地震が発生したときに安全

であると考えられている、いわゆる基準の数値でございまして、この数値０．６以上あれば、例

えば建物の倒壊等の危険性は低いと指針等で示されております。 

  それを下回った場合は倒壊する危険性があるということで、我々も判断しております。しかし

ながら、Ｉｓ値が低いから倒壊する、また高いから倒壊しないと一概には言えないのが現状でご

ざいます。 

  本庁舎につきましては、０．６以下ということでございますから、建物の倒壊、または崩壊の

危険性が高い状況と考えられます。 

○奥野 学議長 田島乾正君。 

○田島乾正議員 ありがとうございます。大変答弁しにくいところを求めて申しわけないです。 

  技術屋さんの本音を聞きたかったわけでございますので、やはり、素人が判断するよりも、や

っぱり専門家が判断するということが一番正しい情報、認識を得るということでお聞きいたしま

した。失礼いたしました。 

  ということで、いつ来るかわからないこの東南海地震のことを思えば、本当に不安が募るわけ

ですね。 

  以前、私、東北のほうへ視察に行ったわけですね。その視察は企業誘致の部分で視察に行った

ときに、偶然にも問題の大震災があった自治体の庁舎を見たわけですね。その庁舎は当町の庁舎

によく似た鉄筋コンクリートの強固な庁舎でした。それが見事にぴしゃっとつぶれているんです

ね。３階建て以上のものが１階建て以下になってるんですね。 

  その庁舎は、すごいなこれということで、バスの中から眺めて、そして、自治体の役所に行っ

て、この企業誘致の講義を受けて、そして、余談的にこの庁舎はいつつぶれたのですかと。そし

て、被害状況はどうですかとお尋ねしたら、ちょうど震災が来る前の１年前に新しく庁舎を建設

して、移転した後につぶれましたということで、大変不幸中でもラッキーでしたねといって、そ

ういう雑談もしたことあるんですけども、完全に圧死するような感じのつぶれ方ですね。 

  ということで、今、ご答弁いただいたように危険性が高い。高いということは、それらしき東
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南海の地震を受ければつぶれるというほうに認識しておくべきと思うんです。 

  ということで、私、何も労働者の味方でもなし、ただ言うのでないんですけど、現在、この本

庁舎で勤務されている職員さんも結構おりますわね、町職員の定数からいえばかなりの職員さん、

そしてパートの職員さんもおられるし、そして岬町住民、町外からでもいろんな関係の人が来町

されておりますわね。 

  この中で、もし東南海地震が発生して、想定すれば、この職員さんの生命、身体、十分に安全

であるのかということを常に私も思っているわけですね。私も、議会のあるごとに役場に来て、

常にいろいろ議論したりする中で、地震が来たらどうしようかなと、そういう不安感もあるわけ

ですね。 

  ３階におるから下までおりていって外へ逃げるにはもう時間も間に合わない、まして、下にお

ったら下におるだけで上からの崩れた瓦れきで圧死してしまうということで、そういう不安感を

抱きながら職員さんも恐らく勤務していると思うんです。これのマイナス要素というのは大変大

きなものです。 

  ということで、やはり、職員さんと言えども家に帰れば家族がおりますし、身内もおります。

この建物に入って執務されている職員さんの生命というのも、公務員ですけども、裏を返せば住

民ですので、やはり住民の生命、身体、財産をやっぱり守るのは、当然、役所の責任者になると

思うんですけども、その部分について、きのうの一般質問でもある程度かぶるところはあるので

すが、そこは割愛しているわけでございますけども、別に重複しても結構ですから、ご答弁いた

だきたいと思います。 

  以上、申し上げた中で、危険な庁舎として現状のまま業務をするわけですけども、ただ、きの

うのある方の質問では、スピード感の問題でいろいろ議論していましたが、やっぱり、これスピ

ードが速い、遅いの問題じゃなしに、まず庁舎をどうするかということですね。 

  財政的に今のところは基金も積み立てているということをお聞きしたんですけれども、問題な

いというようなご答弁いただいたんですけども、この問題について、庁舎建設に向けた建設基金

を実施されているのか、それとも、まるっきりされていないのか、その部分について、まず担当

のほうからお聞きしたい。その結果、またちょっと次の質問に行きたいと思いますので。 

  庁舎基金を積み立てされているのか、されていないのか。されているのとされていないのでは、

全然、地震に対する認識度が変わってきますので、まず基金化されているのか、されていないの

かのご答弁をいただいてから次の質問に入りたいと思います。 

○奥野 学議長 総務部長、古谷 清君。 
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○古谷総務部長 基金につきましては、本町では公共施設整備基金、これは設けておりまして積み

立てをしておりますが、庁舎の整備を特定の目的とした基金は設けられていないところでござい

ます。 

  庁舎の整備につきましては、多額の経費を要する事業であることは明白でございまして、また、

補助制度のない町の単独事業となる見込みでありまして、これを円滑に進めるためにも特定目的

基金を設け、準備を始めたいところでございます。 

  しかし、現在のところ、行財政改革を進める中、財源の確保が大変厳しい問題でございまして、

ハードルの高いところだと考えております。 

○奥野 学議長 田島乾正君。 

○田島乾正議員 財源の厳しいのは、きのうの会派代表質問から、そういう一般質問から答弁をず

っとお聞きしてるんですけども、厳しいのは１００％私も認識しております。 

  ただ、財政が厳しいからといって、優先順位はどう捉まえるのかと。まず、義務的公共事業は

必要です。しかし、人間の生命とてんびんにかけたらどっちが重いのかなとなれば、当然、常識

ある方は生命が重いということをお答えすると思うんです。 

  やっぱり、義務的なそういう公共事業というのはやらなければいけません。やはり、皆、福祉

のためにやらなければいけないんですけれども、生命の部分についてどうするのかとなれば、恐

らく僕は僕なりに個人的に生命のほうが優先順位を大事にせないかんということを僕は個人的に

申し上げるんですけども。 

  そしたら、今、きょうあすじゃないんです、ということで、恐らくいつ来るかわからないだけ

であって、あした来るかもわからないし、１０年後来るかわからないし、必ずこれは来るんです

ね。来るんですから、やっぱり来るだけの危険庁舎の基金を積み立てて、たとえ２分の１でも積

み立てて、そして手だてをしておかないと来てからでは遅いと思いますので、それじゃ、方向変

えて、庁舎を新設する基金がもう大変、財政的に無理やというならば、いろんな方法もあるんで

す。 

  やはり、財政的に厳しいのであれば、どうするかといったら、あるものを使いましょうと、現

在あるものをね。そして、なければ、どこか建てていただいた部分、賃貸で入りましょうと、そ

ういう選択肢があるわけですね。 

  ということで、財政的にもそんな庁舎を建てるような基金は無理やというんであれば、基金も

わずかに積み立てながら、他の施設を利用すると。 

  僕、勝手なことを言ってるんですけども、例えば、きのうの質問の中でも、これから子どもさ
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んが減少して、小学生児童の入学が少なくなって、当然、これからは統廃合せざるを得んような

教育になると思うんです。 

  その場合に、耐震化が済んだ校舎はあいてくるんですね。あいてきた校舎を一時そういう緊急

避難的に運用すれば、やはり、若干、運用するには勝手が悪いんですけども、やはり勤務してい

る職員さんにとったら、勝手が悪いよりも安全な施設のほうが喜ぶと思うんです。それは、もし、

そんなことないと言うのであれば、一度、それを各職員さんに無記名で調査して、どんなんやと

いうデータをとって検証してもらっても結構ですけども。 

  ということで、はっきり申しまして校舎を運用する方法もありますので、そうした場所が狭い

といえば、体育館のあいたところに、体育館に議場をこしらえたら、そんな立派な議場は要らな

いと思うんです。やはり、議論できる部屋であればええと思うんです。 

  そういう方向性もございますし、そして、以前、南海電鉄さんといろいろだまされて、条例改

正したんですけども、駅前整備の部分についてもまだまだお話できる余地があるんです。南海と

岬町の協議の部分がまだ協議が解決されていないんです。ですから、みさき公園の駅前に南海さ

んの力で建てていただいたビルの中に岬町が入るという方法もあるんですね。 

  それにはやっぱり順序立てて、いろんな信頼関係を保っていただいて、そして、そういうビル

に入るとか、そういうような方法がございますので、まず、安全・安心な公共施設と言っていま

すけども、安全・安心な役場庁舎について絞って今質問しているんですけども、また次の機会が

あれば、他の施設についても質問したいと思うんですけども、まずは職員さん、この方の安全を

考えたら今申し上げた選択肢がございますので、この選択肢を取り入れていただけるのか、その

答弁については、もう担当部長はいいですわ。よろしいですか、担当部長。最後に町長に一番つ

らい答弁してもらわないかんのですけども、部長、そういう計画をやられているのやったらやら

れている考え、答弁してもらっても結構ですけど、最終的に町長にまた答弁していただけたら。 

○奥野 学議長 総務部長、古谷 清君。 

○古谷総務部長 安全・安心な庁舎の確保につきまして、建設的なご意見をいただいたところでご

ざいます。 

  今後の進め方としましては、現在、策定に向けてパブリックコメントを募集しております岬町

公共施設適正化基本方針に基づきまして具体化を図ることになります。 

  各公共施設にはそれぞれ設置目的や使用状況に違いがございますので、それぞれの特性を踏ま

えた上で施設の活用、また、再編に向けた検討、取り組み方針を定めていくことになっておりま

す。 
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  本庁舎につきましては、耐震性に欠けるとともに、築５０年になろうとしておりまして、国が

一般的な耐用年数としております６０年が見えてきているところでございます。 

  庁舎の整備につきましては、本日いただいたご意見も踏まえまして、庁内で整備に向けた構想

を一定整理した上で広く住民の意見を求めて具体化を図ってまいりたいと考えております。 

○奥野 学議長 町長、田代 堯君。 

○田代町長 田島議員の意見にお答えさせていただきます。 

  いろいろと庁舎のことでご心配をおかけしております。これは、各議員さんも同じようなご意

見を頂戴しておるのですが、非常に判断の難しい問題でありまして、まず、近い将来起こるであ

ろう南海地震、そういったことを想定しますと、どの建物も全て倒壊しない、耐震化のある建物

にしておく必要があるということは言うまでもないと思います。 

  そんな中で、やはり一番、今、優先的に考えていってるのは、まず子どものいる施設、つまり

保育所、幼稚園、さらには文化施設等が一堂にして住民の方が参集、参加されている場所が多う

ございます。 

  そんな中で考えますと、そういったものを考える中で、じゃあ、庁舎はどうでもいいのかとい

うわけではないんですね。 

  これは、住民の貴重な情報管理、そういった貴重な財産を保有しております。また、ここには

かなりの職員の数もここで仕事をしておりますので、そういったことを考えると、庁舎も同様の

考え方に立たなければならないなと、このように思っております。 

  小学校については、もう既に平成２７年度で１００％耐震化が終わりますので問題はないかな

と、このように思っております。 

  そんな中で、庁舎については、先ほど総務部長が説明したとおり、補助がないので単独でやら

ないといけない。概算ですけど、約１０億円程度のお金が単独でかかる。他の事業については、

大体補助がついておりますので、５０％ないし５５％の補助がありますので、場合によっては、

補助のある上に交付税でまた返ってくるのもあるんですけども、この庁舎の建てかえは全く国も

矛盾しているのではないかなということで、市町村長会議等でいつも私は言っているんですけど

も、なぜ庁舎が補助事業の対象にならないのかということも申し上げております。 

  と言いますのは、やはり一番危機管理を有して、住民に災害が起きた場合にいち早く情報発信

しなければならないということがありますので、庁舎はやはり補助を、いわば事業として認定し

てほしいということを国のほう、また、上へも要望していただきたいということで、おおむね古

い庁舎を持っておる首長さんは同様の考え方であろうと、このように思っております。 
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  そんな中で、じゃあ、苦肉の策といったら大変住民の皆さん、議会の皆さんに申しわけないん

ですが、庁舎を建てかえるだけの今、私どもの能力はございません。庁舎だけやれというなら、

これは１０億円ぐらいの金はちゃんとできますけども、他のことを考える、弱い子どもたち、弱

い障がい者、そういった方たちのための施設を最優先すべきだと思いますので、あれやこれやと

やっていますと、かなりの費用がかかるということをご理解していただきたいと思います。 

  そのために、せっかく町のほうが、無断耕作といえども、耕作をして、いわば第二の人生の中

で、また老後、野菜をつくりながら楽しみながら、そして健康管理をしている坊の山の方々に大

変申しわけないとは思っていますけども、我々としては万が一庁舎が崩壊するようなことがあっ

てはならないということで、まず、屋上にあります情報発信基地パノラマなんですが、情報発信

基地並びに防災備蓄倉庫、災害が起きたときに備蓄倉庫を４階に保存をいたしております。その

２点をまず坊の山に仮に移設をしていこうと、万が一に備えておこうということで、いつでも情

報発信ができるように、また、いつでもそういった備蓄をして食料品、また、そういったいろん

な災害の備品を住民の皆さんに提供できるようにしておこうということについては既に今予算で

一応調査費の計上をさせていただいております。 

  また、国が一般的に耐用年数というのは６０年と、こう言っておりますので、５０年だから大

丈夫だということは決して言っているわけではないんですが、今、とりあえず庁舎の建てかえに

ついては、やはり議会の意見も大事ですが、住民の意見を十分聞いた上で、この庁舎を移転すべ

きか、また、ここへおくべきか、さまざまなご意見をいただいた中で判断したいと思っておりま

す。 

  私としては、やはり、今、岬町の現状を考えますと、どうしても丸い円盤が斜めに回っている、

つまり中心の深日地区が最も衰退化しながら、それにつれて多奈川も衰退化してきている。淡輪

のほうの北からの入り口のほうはそれ相当のまちの体をなしておりますけれども、深日、多奈川

についてはまちの体をなしてない、そういったことを考えますと、どうしても中心をしっかりと

して、活性化させながらいくということで、深日港の活性化ということを私は念頭においており

ます。 

  そういうことですので、議員さんおっしゃる貴重なこの庁舎の耐震化については、即対応する

必要があると十分感じております。 

  できるだけ早い機会に、住民の意見をお聞きした中、また議会の皆さん方のご意見を頂戴した

中で判断をしてまいりたい、このように思っておりますので、ご理解を賜りたいと思います 

  ちょっと訂正いたします。先ほど、１０億円程度と言ったのは、２０億円程度でございます。
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失礼しました。 

○奥野 学議長 田島乾正君。 

○田島乾正議員 いろいろ答弁いただきましたら、財政的な要因が、本当に悔しい思いがあるんで

す。 

  総務部長もそういう基本的な計画等々については、十分やっていただいているということは答

弁の中でも、平生からお聞きしてわかっているんです。そして、町長の本音をお聞きいたしまし

た。庁舎だけなぜ自治体の単独事業やと、これ本当にいったら、町長がおっしゃるとおり、けし

からん話です。 

  やはり、地方創生とかいろいろ言っていますけど、結局、村があって町があって国ができてい

ますので、村をおろそかにしていけば、必ず国も滅びるということを今の政権等がわかってない

わけですよね。 

  ということで、単独事業で２０億円のお金というのは大変大きなお金です。裏手の坊の山も今

まで放ったらかしの部分を、田代町長になって、やっとみこしを上げて、そして今、立ち退きを

していただいて、これからまたフェンスしたりいろんな事業を、当初予算見させていただいてい

ますけど、結構お金の要る事業です。 

  しかし、町の財産を守るのはやはり公務員ですので、守るための費用というのは、当然反対す

べきでなく、賛成すべきものです。今まで放ったらかしていた財産をやっと自分の財産というこ

とで台帳にもきっちり評価を載せていただく、こういうことは当然、財政苦しくともやっていた

だかなければなりません。 

  庁舎の建てかえと言ったら、深日港、この部分は中心地やということは十分理解しております。

ということで、私の立場からしたら、やはり、労働者の命を守るということを忘れないで、一つ、

何が優先かということを今後の予算の執行に優先順位を今後つけていただいて、そして大切な税

金を有効に使っていただくようお願いしたいと思います。 

  そして、最後に申し上げたいのは、町長もちょうど折り返し地点で、今まで頑張っていただい

たということは評価しております。深日港の問題にもこの問題等々、大変頑張っていただいてい

ます。 

  ということで、もう一つお願いしたいのは、庁舎を安全な庁舎に選択肢を一度考えていただい

て、残された２年を、田代町長大したものやと、やっぱり職員の生命を思っていい選択肢をされ

たという結果を出していただきたいので、あと２年ほど、私、見届けたいと思いますので、一つ

賢明な町政運営をしていただきたいとお願いをしまして、庁舎の部分については、議会もこれか
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ら単独事業じゃなしに、国も補助制度をしてくれという要望なり陳情なりを上げたいと、かよう

に思っていますので、両輪のごとく頑張っていきたいと思います。 

  以上で、私の質問を終わります。ご清聴ありがとうございました。 

○奥野 学議長 田島乾正君の質問が終わりました。 

  次に、中原 晶君。 

○中原 晶議員 日本共産党の中原 晶です。 

  安倍政権が進める消費税増税によって岬町でも暮らしが成り立たないといった声が広がってい

ます。増税不況とも言える深刻な状況が進んでおり、内閣府でさえ消費税率の引き上げが今日の

景気悪化の原因であることを認めています。 

  安倍首相は、１０％への増税を２年後に必ず実施すると宣言しましたが、そんなことを許せば

住民の暮らしが壊され、景気がさらに冷え込み、今でも深刻な地域経済にさらに拍車をかけるこ

とは目に見えています。 

  アベノミクスによる円安で物価が上がり、暮らしに重い負担がのしかかっています。大企業が

もうかれば、その恩恵がいずれ庶民の暮らしに回るという安倍政権の経済政策は、大企業と富裕

層には空前の利益をもたらしましたが、働く人の実質賃金は１８カ月連続のマイナス。年収２０

０万円以下の働く貧困層は全国で史上最多の１，１２０万人に達しています。アベノミクスがも

たらしたのは、格差の拡大だけだったということは事実が示しています。 

  安倍政権は社会保障の自然増の削減を復活させ、介護、年金、医療、生活保護など、あらゆる

分野での社会保障の切り捨てを進めようとしています。高齢化率の高い岬町では、他の自治体に

比べ、より深刻な事態を生むことになりかねません。社会保障をなで切りにしながら、大企業に

は２年間で１．６兆円もの大減税を行う計画で、そんなお金があるのなら、福祉の充実のために

こそ使うべきです。 

  雇用の分野でも、働く人の雇用のルールを壊し、雇用全体の４割近くに広がっている非正規雇

用をさらにふやす労働者派遣法の改悪を進めようとしています。 

  サービス残業やブラック企業が横行し、過労死、過労自殺が急速に増加しています。最低賃金

が低く、幾ら働いても貧困から抜け出せない状況も続いています。あらゆる分野で暮らしを直撃

する安倍政権の悪政から住民の暮らしを守る最後の防波堤が、一番身近な地方自治体である岬町

の役割です。その責任を自覚して、住民の暮らしを守る責任を果たすよう強く求めて質問を始め

ます。 

  昨日行われた町政運営方針に基づいて質問をさせていただきます。 
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  初めに、町政運営方針の基本政策１、みんなで進めるまちづくりの中で、町有財産の適正管理

として述べられた坊の山の管理と活用計画について質問いたします。 

  岬町役場の山手に位置する通称坊の山ですが、古くからの複雑な経過があり、町有財産であり

ながら長らく多くの方々が耕作してこられた事実が存在します。 

  言うまでもなく、公有地の無断耕作は許されないことであります。しかしながら、耕作者の中

には、町有地であることの明確な認識がない、いわば善意の耕作者も含まれており、今回の突然

の立ち退きの措置は余りに乱暴で、耕作者の混乱を招いていると言わざるを得ません。耕作者と

の合意を前提とした解決をみることを求める立場から質問をさせていただきます。 

  まず、当該地における過去から現在に至るまでの経過を、概略で結構ですのでご説明をいただ

きたいと思います。 

○奥野 学議長 総務部長、古谷 清君。 

○古谷総務部長 坊の山につきましては、いわゆる、通称坊の山でございますが、昭和３１年７月

２８日に、当時の所有者である川崎重工業株式会社から岬町に寄附をされております。 

  その後、昭和５０年代でございますが、大阪府が坊の山の一部で役場に近いほうでございます

が、急傾斜地事業を実施いたしました。その際、岬町は耕作者がおられたということで離作補償

をしております。これが昭和５４年度と昭和５５年度の経過でございます。 

  昨年度でございますが、平成２６年度予算におきまして坊の山周辺の境界にフェンスの設置費

用というものが予算化されております。 

  平成２６年３月でございますが、この事業に着手するという目的のために、町有地であること、

また管理用フェンスを設置すること、私有物などを速やかに撤去していただきたいことを記載い

たしました看板を９カ所設置いたしました。 

  耕作者の方々、また利害関係の近隣の住民さんにもどのような対応かということでいろいろお

尋ねもいただいたところでございます。 

  そこで説明会を開催しますということにさせていただきまして、昨年、平成２６年６月７日に

第１回目の説明会をさせていただいたということでございます。 

  その後、おおむねのフェンス工事の概略等が決まりましたので、ことしになりまして、１月２

４日でございますが、再度、説明会を開催させていただいて、議員ご指摘のとおり、無断耕作者

とはいえ、皆さんのご意見をお聞きして、また近隣の住民の方々のご意見もお聞きして、円滑に

進めようとしているところでございます。 

○奥野 学議長 中原 晶君。 
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○中原 晶議員 私も、今、ご説明いただいた中での説明会、２回目の説明会でありましたけれど

も、傍聴をさせていただきました。一部の耕作者とは、私が傍聴させていただいた限りの印象に

おいては、立ち退きの合意に至っていないと受けとめています。 

  説明会の運営そのものについては、参加者の質問や意見を聞きながら、穏便な解決を図ろうと

する担当課の努力は感じたところであります。 

  しかしながら、１回目の説明会で出された質問への回答が十分に準備されていないなど、参加

者にとっては不誠実さを感じる点があったように私は思いました。 

  この先もまだ説明会が開かれるというふうに、その第２回のところでもおっしゃっておられま

したので、これまで出された質問をきっちりとそこで返していく作業ですとか、要望に応えてい

く活動、丁寧な運営を心がけていただきたいと、このことについては要望しておきたいと思いま

す。 

  引き続いてお尋ねをいたします。今後の活用計画についてお聞きをいたします。 

  町政運営方針の中では、今後の活用として、本庁舎に設置している防災関係設備の移転などと

おっしゃられておりましたが、より詳細な計画をお聞きしたいと思います。 

  先ほどの田島議員への答弁の中で、田代町長から、防災発信基地、それから備蓄倉庫の移転を

坊の山にとお考えの発言がございましたけれども、坊の山は非常に広い敷地でありますから、そ

の敷地内のどのあたりに、いつの時期に、どういったものを設置するのか。規模や建設費につい

ても示されてしかるべきではないかと私は思うところであります。 

  また、防災発信基地ということでありましたが、この基地だけであっては駄目なわけで、恐ら

く附属した設備であるとか、いろんな附属物が必要ではないかなと思いますので、今後の計画に

ついて、もう少し詳細にお示しをいただきたいと思います。 

○奥野 学議長 総務部長、古谷 清君。 

○古谷総務部長 坊の山につきましては、今後、適正な管理をするとともに、一定有効利用を図っ

ていこうという考え方でございます。 

  先ほど、町長も申し述べたところでございますが、防災無線設備や防災備蓄品の移転を初めと

して、その他、ご指摘のとおり大変広い地域でございますので、町有地でございますので、有効

利用策の立案に向けた基本的な調査を行うということで考えております。 

  来年度予算には、坊の山有効利用基本調査委託料といたしまして１００万円を計上させていた

だいているところでございます。 

  土壌の性状など、物理特性の調査も行った上で、また全体的な、先ほど申し上げた防災無線関
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係の設備の移転も含めて、全体的なさらなる深日地区に存在する大きな町有地の土地利用構想の

策定に向けた条件整備など、その辺を進めてまいりたいと考えておるところでございます。 

○奥野 学議長 中原 晶君。 

○中原 晶議員 今、お答えをいただいたところでいうと、詳細な設計というのはこれからという

ことなんでしょうね。 

  一つ、備蓄品の移転のことで申し上げますけれども、これ少し話はそれますけども、危機管理

分野でありますが、重々承知のことと思いますけども、たくさんのものを１カ所に備蓄しておく

ということは、余り現在的な考え方ではないわけなんですね。いろんな地域に、今、岬町内でも

もちろん進められているのは存じ上げておりますけれども、いろいろな地域にその被災地ですぐ

に使える、すぐに取りにいけるというふうな形で保管しておくというふうに、備蓄品については

保管はそのように、これは全国的にそうなってますし、岬町もそういう方向で進められておりま

すけれども、そういうことになりますから、１カ所にあの大きなものを置くと、必要なものはそ

ういうふうにすればいいんですけれども、それを分散させて各地域に保管をしていくということ

も同時にお考えいただく必要もあるのかなというふうに思います。 

  ちょっと備蓄品のことが議論になりましたので、私の考え方を一言、それについては述べさせ

ていただきました。 

  それから、元に戻って、今後の計画のことですけれども、やはり、こういう立ち退き、またフ

ェンスの設置というふうに、その事業を進めていかれるのであれば、その後の活用についてもあ

る程度の説明をいただくべきではないだろうかというふうに私は思います。 

  現時点に至るまで、議会においても、耕作者を対象にした説明会においても、今後の活用計画

についての詳細な説明は行われておりません。その点については、私は率直に申し上げて不自然

さを感じるところなんです。 

  そういう経過を見ましても、耕作者の一部に納得して立ち退きに応じられない、そういった感

情が発生するのも当然ではないかというふうに考えるものであります。 

  何事もそうですが、事業というのは、やはり通常、何かの目的があって、いつの時期にどうい

ったことを行うか、構想があった上で、逆算して準備を進めていくものであると私は考えますの

で、今回のことで言いますと、立ち退きとフェンスの設置ということが先行的に進んでいるとい

う印象を強く感じているところであります。 

  今後、計画を構築していくという発言でありましたので、議会に対してはもちろんですけれど

も、耕作者を対象にした説明会などでも坊の山の活用計画について明らかにしていくことをこの
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場では求めておきたいと思います。 

  何か、今、私が言うたことにかかわって発言がおありのようですので、特に質問はしていませ

んけど、どうぞ。 

○奥野 学議長 町長、田代 堯君。 

○田代町長 質問はいただいてませんけども、あえてこのことについて少し議員さんとの考え方の

乖離があるんじゃないかなと私は思うんですが、実はまず財産を、貴重な町民の財産を管理する

というのは、これ行政の責務だと私は思っております。 

  そんな中で、今まで、先ほど田島議員から厳しい指摘を受けましたけども、今まで放ったらか

してたやないかと、このことが非常に私には胸にぐさっと来ております。 

  しかし、放ったらかしたんじゃなしに、それはもう当然ですけども、今までやはり耕作者があ

ったということで、なかなか行動に移せなかったというほうが適切な言い方かなと私は思ってお

ります。 

  それと、先ほど議員さんが町有地と知らないでつくってたという方もあるとするなら、その方

は自分の土地でないのわかっててつくってはったかどうかという問題なんですよね。もし、知ら

ないでつくって、例えば町でなかっても、よその土地を無断使用していいのかということにはな

らないと私は思っております。 

  そんな中で、まず１点目は、いわば住民の貴重な財産を管理する責任上、今回、無断耕作者、

または知らないで耕作された方々に大変申しわけないけども、そういった市民農園なるものを別

に提供して、そして、そこで希望する方はやっていただく計画を今、立てております。 

  そんな中で、今回、この庁舎が万が一、先ほど田島議員さんの質問にも答えましたけども、万

が一倒壊した場合に、住民の情報管理、また住民に危機管理を発することができない、また備蓄、

そういったものの提供ができないということから、ここの本庁にあるものをあそこに仮に移転を

したいと。その万が一に備えた計画をしたいと。そのために、どのような形にするかということ

で、まず調査をやっていこうと。 

  それから、調査の中で出てくるいろんな土壌の問題とか、傾斜地の問題とかあります。昨年、

大雨であの下流に住んでおられる方に大変ご迷惑をおかけしました。というのも、水路があふれ

て、耕作しておられる畝というんですか、畝の溝の合間が水路になって下のほうへ床下浸水をさ

せてしまった。 

  こういう経過から見た場合、やはり、これは行政の責任であって、副町長の謝罪し、なおかつ、

理解を得られない、私も直接行っておわびを申し上げて、今後こういう計画をやっていくという
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ことを申し上げた中で、今回の町有財産の管理等を含めて、庁舎が万が一倒壊した場合の、そう

いった緊急の策としての今後、仮のそういった設備をやっていこうということであります。 

  ですから、耕作者の十分なご意見を聞くのは当然ですけれども、私はそういうふうな形でやっ

てますけれども、やはり無断で耕作されてる方にもその辺をしっかりと理解をしていただかない

と、自分の土地でないのにそれを黙って使っていいのかということにはならないということは、

議員と私の考え方の違いだということだけは申し上げたいと思います。 

○奥野 学議長 中原 晶君。 

○中原 晶議員 私は、この質問の冒頭の部分で、言うまでもなく、公有地の無断耕作は許されな

いことでありますと初めに明言をさせていただいておりますので、その点については共通すると

私は思っています。 

  町長は、そうはお思いでないように思っていますか。ありがとうございます。 

  今、町長がお出ましをいただきまして、財産の適正管理、それはもっともなことなんです。私

も初めに申し上げたとおりのことであります。 

  その点にかかわって、最後もう１点お聞きをしておきたいと思います。 

  財産の適正管理ということで進められている事業でもあるわけなんですが、町有地であるとい

う事実はそうなんですが、その理由だけで現在耕作しておられる方々に対して立ち退きを強制す

ることが法的に瑕疵がないというふうにお考えかどうか、そのあたりについてお聞きをしておき

たいと思うんですね。 

  町有地であるということで、持ち主から出ていってほしいというのは当然の態度かもしれませ

んけれども、先ほど町長がおっしゃったとおり、今まで放ったらかしてたという言葉をお使いに

なりましたが、それは心情的なことももちろんあって、耕しておられるんだからということで、

結果的には見て見ぬふりといいますか、そういう温かい心情もあってのことかと思いますが、そ

れは、こういう言葉を使うのが適切かどうか、私から見ると、例えば時効の中断措置が行われて

いないということになるわけなんですね。 

  そういった中で、農地法であるとか民法であるとかさまざまな法律がありますけれども、そう

いったものに照らして、町有地ですという理由だけで現在の耕作者に対して立ち退きを強要する

ことができると考えているのかどうか、それは法的に瑕疵がないということになるのか、町の考

え方をお聞きしておきたいと思います。 

○奥野 学議長 町長、田代 堯君。 

○田代町長 恐らく、時効取得の問題をおっしゃってるんじゃないかなと私は思うんですが、全く
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知らないで使ってた場合は時効取得もあり得ると、そのようには思っております。 

  ですから、今回の耕作者の方々に対しては万全の理解を得るということの中で話し合いをする

ようにと私は指示をいたしております。 

  そして、かつ、できるだけ対策として今の農園を、いわば野菜、そういったものをつくりたい

という方があれば、少し離れた場所ですけども、個人地をお借りして、そこに市民農園、貸し農

園たるものをしっかりと整備をして、５月ごろがめどだと聞いておるんですが、６月になるかも

わかりません、これははっきりは言えないんですが、をめどに、そういった方々への対策も講じ

ていくというふうにしております。 

  先ほど、議員おっしゃってる、じゃあ、立ち退きを強硬にやっていいのかということについて、

法的に何ら拘束はないのかといったら、拘束になる部分もあるというふうにも理解しております。 

○奥野 学議長 中原 晶君。 

○中原 晶議員 今、町長のほうから万全の理解を得た中で進めるように指示をしているというこ

とで、また、貸し農地ということで代替措置といいますか、そういうことも検討していることが

述べられましたので、その点についても今後の説明会の中で十分に現在の耕作者と話し合ってい

ただきたいと思います。 

  説明会の中では、今後の坊の山そのものの維持管理について、きちんと約束事を交わしておき

たいとか、そういった声も出ておりますので、説明会、またほかの場でももしかしたら何らかの

意見や要望が出るかもしれません。 

  不当な要望に応える必要は一切ないんですが、老後の楽しみだとか、健康の維持のためにとか、

説明会でもそういった言葉がありましたので、やはり、そういったことにも配慮いただいて、ま

た、町として法的に瑕疵が発生しないようにということにもご留意をいただいて、耕作者の声を

よく聞いて誠実に対応していっていただきたいと、この場では求めておきたいと思います。 

  この件については終わります。 

  二つ目の質問をさせていただきます。 

  町政運営方針の基本政策２では、来年度から始められる子ども・子育て支援新制度に対応する

ために、子ども・子育て支援事業計画と第２次次世代育成支援行動計画及びみさき健やか２１に

基づいて、子育て支援策を進める考えが語られました。 

  現在は、計画策定の最終段階であり、計画が決定される直前の時期ではありますけれども、一

層の子育て支援策の充実を求める立場から２点質問をさせていただきます。 

  １点目は、ファミリーサポートセンター事業の設立です。 
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  昨年１２月議会でも質問いたしましたが、新たな計画策定の最終段階を迎えていることから、

この機会に改めてお聞きするものです。 

  新しい計画を策定するに当たって行われたニーズ調査でも、ファミリーサポートセンターの設

立には一定のニーズが認められておりますが、計画案の中では実施時期についてはどのように記

載されているか、確認をしたいと思います。 

○奥野 学議長 しあわせ創造部長、古橋重和君。 

○古橋しあわせ創造部長 お答えいたします。 

  ファミリーサポートセンター事業は、安心して子育てができるよう、子育ての手助けをしてほ

しい人、利用者と子育ての手助けができる人、協力者が会員となり、アドバイザー立ち会いのも

と利用者と対象の子ども、また協力者とでペアリングを行うことにより、地域の中でお互いに助

け合っていく制度で、子ども・子育て支援新制度における地域の子ども・子育て支援事業にも位

置づけられているところでございます。 

  ファミリーサポートセンター事業につきましては、大阪府下では３８市町村で実施をされてお

ります。 

  また、近隣市町では、生後３カ月から１２歳までの子どもを対象に、保育所までの送迎や保育

所の開始前、あるいは終了後、学校の放課後などに子どもを預かるなどの相互援助活動を行って

いると聞いております。 

  本町では、子ども・子育て支援事業計画を策定するに当たりまして、実施いたしましたニーズ

調査から算定いたしましたファミリーサポートセンターの必要量は、年間延べ３００人から５０

０人程度、１日平均１人から１．５人程度利用すると見込まれており、現在、策定中の子ども・

子育て支援事業計画において、平成３１年度までに事業を開始する予定と明記する予定となって

おります。 

○奥野 学議長 中原 晶君。 

○中原 晶議員 計画期間中、平成でおっしゃいまして、平成３１年度までにということでおっし

ゃいました。西暦でいうと２０１９年ということになりますけれども。 

  その期間内にこのファミリーサポートセンターを設立しますということでありますけれども、

そうなりますと、放っておくとという言い方が適切かどうかわかりませんが、やはり、エネルギ

ーの要る事業でありますので、最終年度に設立みたいなことになっちゃうんじゃないかなと私は

心配をしてるんですよ。 

  というのも、今、新しくつくろうとしている計画案ですけれども、その前の期間にも同じよう
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な子育て支援を目的とした計画がありました。そこでもファミリーサポートセンターはこの５年

のうちに１カ所つくりますというふうに書いてあるんですよね、目標として。 

  一応、目指しますという言葉が書いてあるから、目標で、実現できるかどうかわからないとい

うことも含まれているんでしょうが、前のときにも書いてあったけどできてないわけなんですよ。

ですので、この５年間でどうしてもやるべきだというふうに私は思うし、できるだけ早く、最終

年度に立ち上げということではなく、１年でも２年でも早く立ち上げていただきたいというふう

に思っています。 

  何年に立ち上げましょうというのを決めて、その準備期間というものも必要になりますから、

早く年次計画を決めて、可能な限り早期の事業の開始をこの場では求めるにとどめたいと思いま

す。 

  もう一つ、子育て支援にかかわってお聞きをいたします。 

  子育て支援の拠点である子育て支援センターの充実を求める立場から、遊戯室への冷暖房設備

の設置について質問をいたします。 

  来年度、プレールームへの冷暖房設備の設置を町としてはお考えのようで、支援センターの重

要性や、その果たしている役割については町としても認識されているところとお見受けをしてお

ります。 

  センターには幾つもの部屋があり、園庭も含めて子ども連れの保護者が多く利用しており、保

育室への冷暖房の設置も順次進められております。ところが、屋内の施設としては一番規模の大

きい遊戯室には冷暖房設備が設置されておりません。 

  聞くところによると、イベントを遊戯室で実施しようと計画していたところが、適切な室温が

確保できないということから、部屋を変更して実施したということもあったようであります。 

  どの部屋でも子どもたちがのびのびと遊べて、保護者にとっても過ごしやすい環境を提供する

ために遊戯室への冷暖房設備の設置が求められるものと考えますが、設置の必要性の認識と、認

識されているならば、その計画についてお尋ねをしたいと思います。 

○奥野 学議長 しあわせ創造部長、古橋重和君。 

○古橋しあわせ創造部長 まず、子育て支援センターにつきましては、現在、ご指摘のように遊戯

室のプレールームには冷暖房設備が設置をされておりません。このことから、暑い、または寒い

ときなどは、冷暖房設備のある部屋で遊ぶよう声かけをして対応してきたところでございます。 

  冷暖房設備のない部屋への設備の設置につきましては、その必要性については十分に認識をし

ておりまして、平成２７年度当初予算編成時においても議論されたところでございます。 
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  プレールームにつきましては、平成２７年度に設置をすることとなっております。 

  また、遊戯室につきましては、部屋の面積が広くて容量の大きな冷暖房設備が必要であり、設

置する場合には受電設備を現在の低圧から高圧の受電設備に切りかえが必要となることから、多

額の費用が必要となることが判明をいたしております。 

  このことから、現在、電気ではなくガスによる冷暖房設備で対応できるか、また、そのランニ

ングコストも含めて検討することとしております。 

  今後は、この検討結果や財政状況も考慮しながら、設置に向けて努力してまいりたいと考えて

おるところでございます。 

○奥野 学議長 中原 晶君。 

○中原 晶議員 担当課としても、町としても十分認識があるというふうに感じているところであ

りますので、今後、財政的な面が大きいのかなと思いますけれども、ぜひ前向きに検討していた

だきたいと思います。 

  この点についても、早期の設置を重ねて求めて、この子育て支援にかかわっての質問は終えた

いと思います。 

  引き続きまして、町政運営方針の基本政策４、新たな活力の創造と心うるおう観光まちづくり

について質問をいたします。 

  町政運営方針では、野生鳥獣による被害の広がりに言及され、有害鳥獣の駆除と被害の軽減を

掲げておられます。 

  これまでもさまざまな努力をされてきたことと思いますが、一層の拡充策が必要ではないかと

考えるものであります。来年度からの新たな施策の充実がありましたらお聞かせをいただきたい

と思います。 

○奥野 学議長 都市整備部長、末原光喜君。 

○末原都市整備部長 中原議員ご質問の、鳥獣被害対策について述べさせていただきたいと思いま

す。 

  来年度の予定に入る前に、まず、現在岬町が行っている対策についてご説明させていただきま

す。 

  本町では、平成１６年２月に、他の市町村に先駆けまして、岬町有害鳥獣対策協議会を立ち上

げまして、鳥獣被害対策に取り組んできたところでございます。 

  本協議会は、農業委員会、実行組合、それから猟友会の１６名のメンバーで構成され、捕獲お

りの設置等、鳥獣対策を講じて、農作物被害の軽減に努めてきたところでございます。 
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  最近の対策の強化としては、岬町緊急捕獲等計画を作成し、現在、国の鳥獣被害防止緊急捕獲

等対策の交付金を活用して農作物の被害防止に努めているところであります。 

  具体的にどのような内容かといいますと、当町に登録しておられる捕獲者は１５名おられ、１

頭当たり捕獲すると成獣で８，０００円、幼獣で１，０００円を支給します。年間約４００頭以

上のイノシシの捕獲に努めてきているところであります。 

  近隣の各市町村の捕獲数は、岬町は平成２５年度で３７６頭であり、泉州地域では捕獲頭数は

１位でございます。堺市以南では２番目が岸和田市で１６０頭、和泉市、泉佐野市、泉南市、熊

取町、阪南市、貝塚市、堺市となっております。岬町がいかに強力に有害鳥獣対策を行っている

ことがこれからもおわかりいただけると思います。 

  したがいまして、平成２７年度の国への要求は４００頭、この制度を活用して予定しておりま

す。 

○奥野 学議長 中原 晶君。 

○中原 晶議員 町として、補助金も活用しながら有害鳥獣対策について努力をしているというこ

とが今のご回答で理解はできましたが、やはり、緑の非常に豊かなこのまちで暮らしていくため

には、今、恐らくとても頑張っておられるとは思うんですが、この頑張りだけではうまく野生の

有害鳥獣と共生をしていくということは難しいという状況にもなっているんだろうというふうに

思うんですね。 

  今、続けている努力についてはずっと続けていっていただいたらいいと思うんですが、より一

層の充実が必要なんじゃないかというふうに私は考える立場であります。 

  先ほどご紹介をいただきました緊急捕獲等にかかわる補助金ですけれども、これは３カ年で、

一応、時限的な措置ということでありますね。 

  その後も続けばいいんですけれども、そこでもし次の引き続き継続されないというようなこと

が明らかになった場合は、やはり継続を国に対して求めていくことだとか、あとは侵入防止柵の

設置の費用の助成であるとか、いろんな方策は考えられると思いますので、ぜひ、今後、より一

層の充実を図っていただきたいというふうに思います。 

  充実を図るには、やっぱり有害鳥獣の生息の実態の調査というか、ある程度把握が必要になっ

てくるかもわからないなと思っているんですけれども、そのことも含めて一層の有害鳥獣対策の

拡充をこの場では求めておきたいと思います。 

  時間があれば、また後で。 

  私、今回、たくさん欲張って質問項目を掲げておりますので、まずは一通り最後まで質問させ
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ていただきたいと思います。 

  五つ目の質問、基本政策５にかかわって質問いたします。豊かな自然の中で安心して暮らせる

まちづくりについて質問をいたします。 

  町長は、コミュニティバスは住民にとって重要な交通手段として定着していることから、引き

続き効率的な運行形態を目指し見直しを図りますと述べておられます。 

  効率性はもちろん重要でありますが、目指すべきは住民の要求であります。住民にとって重要

な交通手段として運行継続の努力を払っていることは前向きに評価する立場であります。 

  地域の方から、赤バスがなくなってしまうのではないか、本線は残しても支線を廃止するので

はないかといった不安の声もお聞きする中、住民が安心して利用ができ、利便性の高い運行を行

うことが必要であると考える立場であります。 

  住民の要望として、運行本数をふやしてほしいという根強い要望があります。その声に応える

ために、以前のように、１時間に２本の運行を目指して、部分的にでも改善できないか検討いた

だきたいと思いますが、いかがでしょうか。 

○奥野 学議長 しあわせ創造部長、古橋重和君。 

○古橋しあわせ創造部長 現在のコミュニティバスの事業者の収支の状況でございますが、まず、

平成２４年度、平成２５年度とも赤字になっておりまして、また、本年度についても赤字となる

見込みで、厳しい運営状況になってるというふうに聞いております。 

  このことから、議員先ほどもご発言されましたように、運行会社の撤退という事態も懸念され

ることから、まずは現在のコミュニティバスをいかに安定的に運行させていくかを第一に考えて

いく必要があると考えております。 

  一方で、本町は高齢化率が高く、今後、ますます高齢者が増加していく中で、住民の移動手段

としての役割が大きくなっていくということが予想され、利便性の向上も検討していく必要があ

ることも理解をいたしております。 

  このことから、本町の財政状況は非常に厳しい状況にあることも踏まえながら、まずは安定的

な運行の継続を第一に考え、利便性の向上については引き続き検討、努力してまいりたいと考え

ております。 

○奥野 学議長 中原 晶君。 

○中原 晶議員 部分的な改善も含めて運行の便数をふやすことを前向きにご検討いただきたいと。

そのためには、やはり厳しい財政状況の中にありますが、岬町からの財政的な負担をふやすとい

うことは、私は避けられないというふうに思っています。 
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  住民の皆さんの声に応えて、ぜひ前向きな努力を求めておきたいと思います。 

  次に、運営方針の基本政策６、安全で快適な暮らしを守るまちづくりについて質問をいたしま

す。 

  町政運営方針では、町内の建築物の耐震化の促進についても語られました。いつ起こるかわか

らない地震災害に備えて耐震化を促進することは、減災につながる重要な施策であります。 

  今回は、民間住宅における耐震化の促進について質問をいたします。 

  岬町でも民間住宅の耐震化を進めるために、耐震診断や耐震改修などにおける補助事業が設け

られております。その補助事業の概要と実績をお示しください。 

○奥野 学議長 都市整備部長、末原光喜君。 

○末原都市整備部長 中原議員のご質問にお答えいたします。 

  本町は、平成９年１０月、民間住宅の耐震診断費用に対する補助制度を創設し、平成２０年度

に民間住宅の耐震改修費用に対する補助制度を設けるなど、住宅の耐震化の促進に取り組んでき

たところでございます。 

  この補助制度の概要ですが、大阪府の耐震対策推進事業補助金を活用したもので、補助事業の

内容といたしましては、耐震診断補助と耐震改修補助（耐震改修設計費用を含む）がございます。 

  この補助事業のうち、木造住宅の補助金としては、耐震診断補助が１戸当たり４万５，０００

円が限度で、耐震改修補助の補助上限額が７０万円、ただし所得の低い方は９０万円となってお

ります。この補助金の負担割合は、国が５０％、府が２５％、町負担が２５％となっております。 

  大体今のが補助制度になっておりまして、まず実績といたしましては、大阪府のホームページ

のほうでいろいろございましたので、それをあわせていきますと、木造住宅の耐震改修にかかる

費用ですが、耐震診断費用として、先ほど言いました本町の実績として約５万円、住宅の古さや

状況、規模、補強方法などにより異なりますが、ホームページには、平成２５年度に大阪府の補

助金を受けて改修した費用の平均値を参考としますと、耐震改修設計に１８万円、耐震改修工事

に２２０万円、そのような形でリフォーム合計では２４３万円となっております。 

  この制度の実施の実績でございますが、補助金制度が創設されてからこれまで診断補助を活用

された件数は５件で、改修補助が１件となっております。 

○奥野 学議長 中原 晶君。 

○中原 晶議員 制度を実際に利用された実績についてお聞きをしましたが、耐震診断補助を受け

られたのが５件、設計と改修の補助を受けられたのは１件ということでありまして、これは、制

度が設けられてから、一番初めからいきますと十七、八年ということになるかと思うんですが、



 

31 

その期間の間に５件と１件ということで、私の印象としては、実績としては少ないというふうに

思うんですね。 

  この少ない要因、なぜ少ないのか。こういった事業についてはどんどん活用していただいて、

住まいの安心を獲得していただきたいというふうに思うんですが、少ない、利用実績が少ないと

いうことについて、担当課としてはどのようにお考えかお聞きをしておきたいと思います。 

○奥野 学議長 都市整備部長、末原光喜君。 

○末原都市整備部長 まず、耐震改修にかかる補助制度の住民への周知でございますけども、これ

まで町の広報誌岬だよりや町のホームページへの掲載、担当窓口や淡輪公民館、健康ふれあいセ

ンターなどでパンフレットの設置、町が主催するイベント、健康長寿まつりなどで大阪府ととも

に説明コーナーを設置するなど、普及の啓発に取り組んできたところでございます。 

  なぜ、その活用が少ないというのは、我々としては周知はできていると思うんですけども、実

際の話、耐震改修をするときに、リフォームのこととか、非常に高額になるような例をよく我々

としては聞いております。 

  先ほど、大阪府の例でいいますと、確かに耐震改修にかかる補助制度ということで設けられて、

その金額は出ておるんですけども、実際に改修する場合は耐震プラスリフォームといいますと、

いろんな水回りのことも出てきますので、そのあたりでなかなか制度は知っておるけども、申請

件数が少ない。そのために空き家が古くなって残ってしまうと、そんなような状況になっている

のではないかと想像しております。 

○奥野 学議長 中原 晶君。 

○中原 晶議員 私は、周知ももっとしてもらいたいなと思ってるんです。 

  今お聞きした中で、どうして利用が少ないかということで、周知の問題と、それから実際に利

用するに当たって費用が高いからではないかと、二つの側面おっしゃっていただきましたけれど

も、周知についてはたくさんいろんな努力をされていると、今、答弁をお聞きして、たくさん努

力されてるというのは感じましたが、果たして制度は知ってるけどお金が高いから利用しないね

んという方がどの程度いるのかなと。その制度は知っているけどの、その知っているというとこ

ろまでいかない方も私は多いんじゃないかなというふうに思ってるんです。 

  実際に、利用されようと思ったというか、制度があるのを知らなくて、耐震化の工事をするこ

とにしたんだという方がおられまして、岬町にも制度ありますよというふうに紹介して、えって

いって驚かれて、一応窓口へ一度聞きに行かれたらどうですかと。残念ながら、その方について

は対象にならなかったんですけれども、その方は事実、制度そのものをご存じではありませんで
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した。 

  そういう方もまだ残されているということを念頭に置いていただいて、いろんな機会で周知に

ついてもさらなる努力をしていただきたいと思います。 

  それから、この制度を利用するに当たって、高額になるということをおっしゃっておられまし

たが、確かにそういう面あると思います。 

  今、どんどん可処分所得が減ってる中にありますから、余計に、耐震の工事を幾らしたいと思

っても、打出の小づちじゃありませんからお金が出てこないということはあると思うんですね。 

  先ほど、実際にかかる費用の問題で、耐震診断については過去の実績、岬町のおける実績から

いうと５万円ぐらいで耐震診断が行われていると。それに対して補助は４万５，０００円が上限

なので、大体妥当な金額というか、診断をされる方の持ち出しとしては少なくて済むということ

でありましたけれども、設計と改修の工事が、設計については平均１８万円、これは大阪府下の

データですけれども、平均１８万円。改修工事については２２０万円かかるということで、１８

万円と２２０万円合わせると２３８万円になりますので、設計と改修にかかる平均額に対して補

助額としては７０万円ということなんですね。 

  そういうことになりますと、なかなか実際に工事にかかるのは難しいということになりますの

で、ぜひ、これはよく周知も進めながら、この金額をふやすということを抜本的にお考えいただ

く必要があるというふうに私は考えます。 

  これは、大阪府に対しても言っていただいたらいいと思うんですよ。国に対してももちろんで

すけれども、国が半分、大阪府が４分の１、岬町が４分の１出してこの事業は成り立っているわ

けですから、岬町も頑張るから、国も大阪府も頑張って出してよということはどんどん言ってい

っていただいたらいいと思うんです。 

  少なくとも、補助金の７０万円、低所得者に対しては９０万円とおっしゃっておられましたが、

これは期限付きですよね。ですので、その期限内にできるだけこの高い金額で利用していただけ

るように。以前は上限が４０万円でしたので。 

  今、一生懸命、国としても耐震補強を進めて、住まいの安心を広げようということで、この事

業の上限額を上積みしたわけですから、できるだけ有利なうちに利用していただけるように、一

層周知も図っていただきたいと思いますし、この期限がありますので、平成で言いますと２８年

３月３１日というふうに書かれておりましたが、その期間が過ぎてもこの事業が上限額もっとふ

やす形で継続されていくように、ぜひ関係機関に求めていただきたいというふうに思います。 

  それとあわせて、申請に当たっては、手続ができるだけ簡単であるように、書類等がたくさん
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用意しなくてはならないとか、そういうことがないように、なるべく簡単な形で手続をしていた

だけるように、利用しやすい制度設計というものをよくご検討もいただきたいと思います。 

  時間の関係がありますので、要望にとどめたいと思います。 

  引き続きまして、同じ政策項目の空き家バンク制度の実施についてお尋ねをいたします。 

  町長は、運営方針で移住、定住等の促進による地域の活性化を目指して、空き家バンク制度を

引き続き実施すると述べておられました。 

  空き家バンク制度の登録状況と利用実績を確認したいと思います。 

○奥野 学議長 都市整備部長、末原光喜君。 

○末原都市整備部長 空き家バンク制度の登録利用実績につきましては、この制度が施行されまし

た平成２６年４月から現在まで、空き家等をお持ちの方や、空き家等を探しておられる方からそ

れぞれ十数件ほどの問い合わせがございました。 

  現在、空き家物件の登録はなく、空き家利用希望者の登録が１件となっております。 

○奥野 学議長 中原議員、残り９分でございますので、よろしくお願いします。 

  中原 晶君。 

○中原 晶議員 この制度が誕生してからまだ丸１年たってないということもありますけれども、

残念ながら登録物件についてはゼロ、利用希望者の登録という形で１名おられると。登録物件が

ありませんので利用実績も当然ゼロになってしまうという報告でありました。 

  これについても、先ほどと同様、一層の周知を図っていただきたいというふうに思います。 

  恐らく周知についても努力を担当課なりにされているとは思うんですけれども、私、実際に岬

町のホームページ上で調べてみますと、ホームページ上からストレートにこの制度にはたどり着

けないんですね。 

  まず、各課のお知らせというところをクリックしまして、それから、その中でずらっと下へ送

っていって、建築課というところの中にある住宅管理というところをクリックしないとこの情報

にはたどり着けないんですよ。こういうたどり着き方を、興味がある人にさせるようではよくな

いと私は思います。一生懸命探さないとたどり着けないんですよね。 

  ですので、例えばホームページのバナーってありますよね、一番下にも広告ありますが、右と

左に小さい四角でリンクが張ってあるんですよね。そういうところにぜひ周知したい事柄をぴた

っと張っていただきたいと、空き家バンク制度をご存じですかって書いて、箱に入れてリンクを

張るとか。 

  私たち議会のやつもそうやってリンクで張ってもらってるんですよ。ページの右端の水色の四
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角のところに並んでまして、その下のほうがまだ空間ありましたから、ぜひ、そういうホームペ

ージとかの担当はまた別の部局になりますが、そういうところとも連携をしていただいて、周知

の努力を図っていただきたいというふうに思います。 

  それから、空き家バンクの利用をどうやって促進させるのかということにかかわって、周知以

外の部分でぜひ今後努力をしていただきたいなと思うことがありますので質問をしたいと思いま

す。 

  この定住の促進だとか、移住の促進だとか、そういうことにかかわっては、ほかの議員の方々

からも似たような視点から質問、要望があったところと思いますので、詳しくは時間の関係もあ

って割愛したいと思いますけれども、私は素人ながら考えることは、この空き家バンクを利用し

て転入されてきた方に対して何らかの優遇策を講じるだとか、あとは、この空き家バンクの利用

は、現在のところ居住に限るということになっておりますけれども、さまざまな自主的な活動の

事務所的な扱いとして貸すだとか、例えばＮＰＯ団体だとか、そういうところの事務所的な活動

としても利用できますとか、また、事業活動としても利用できますとか、そういう目的を少し幅

を広げるとか、そういう柔軟な運用を図っていくということもお考えになってはどうかなという

ふうに思うんです。 

  そういうことによって、少しでも岬町を知っていただく方だとか、そのことにかかわって岬町

にお住まいになる方だとか、そういう方をふやしたいという思いがあるわけなんですが、柔軟な

運用について担当課としていかがお考えか、お聞きをしたいと思います。 

○奥野 学議長 都市整備部長、末原光喜君。 

○末原都市整備部長 空き家バンク制度の柔軟な対応ということでございますけども、我々先進地

域の空き家バンク制度に習ってつくっております。 

  その中で、新たな取り組みということで提案いただきましたので、また、近隣先進の地域等の

状況も踏まえまして検討を重ねたいと考えております。 

○奥野 学議長 中原 晶君。 

○中原 晶議員 よく研究をしていただいて、よそでやっていることの上を行かないとなかなか大

変だというのが今の時代でありまして、ぜひ新しい創造的な観点からもお考えをいただきたいと

いうふうに思います。 

  この問題については、住民的にもやはり人口減少への不安や地域活性化の願いが強くあります

から、人口のふえるまちづくりを目指してあらゆる角度から知恵を働かせていただきたいと思い

ます。 
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  もう時間がありませんので、もうちょっとさかのぼってお聞きをしたいなと思ったところもあ

ったんですが、質問については以上で終えたいと思います。 

  一番初めに、私、申し上げたとおり、今、国政だとか大阪府政が、非常に地域に対しても一人

一人の人に対しても冷たい政治を進めている中でありますので、そんなときこそ、この岬町が精

いっぱい努力をしていただきたいと、住民の命と暮らしを守る政治に責任を果たしていただきた

いと最後に重ねて申し上げて私の質問を終えたいと思います。ご協力ありがとうございました。 

○奥野 学議長 中原 晶君の質問が終わりました。これをもって一般質問を終わります。 

  お諮りします。暫時休憩したいと思います。ご異議ございませんか。 

（「異議なし」の声あり） 

○奥野 学議長 異議なしと認めます。 

  暫時休憩することに決定しました。暫時休憩いたします。再開は午後１時に行います。 

（午前１１時４９分 休憩） 

 

（午後 １時００分 再開） 

○奥野 学議長 休憩前に引き続き会議を再開します。 

 

―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 

○奥野 学議長 日程２、議案第２号、平成２６年度岬町一般会計補正予算（第６次）の件を議題

といたします。 

  本件について提案理由の説明を求めます。財政改革部長、四至本直秀君。 

○四至本財政改革部長 日程２、議案第２号、平成２６年度岬町一般会計補正予算（第６次）の件

につきまして、概要を説明いたします。 

  足下の景気は緩やかに回復しつつあるものの、本格的な回復には、なお時間がかかるものと見

られております。本町の財政状況は、引き続き厳しい財政状況にあることは変わりございません。 

  今般の補正予算につきましては、緊急性の高い経費を中心に編成いたしております。 

  それでは、議案書の１ページをご参照願います。 

  歳入歳出予算の総額に、歳入歳出それぞれ１，９４７万４，０００円を追加し、歳入歳出予算

の総額を歳入歳出それぞれ７１億６，０００２万２，０００円とするものでございます。 

  ２ページの第１表、歳入歳出予算補正をごらんください。 

  まず、歳入予算の概要について、説明いたします。なお、詳細につきましては６ページ、７ペ
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ージに記載しておりますので、あわせてご参照願います。 

  地方特例交付金につきましては、交付決定に伴い１４２万９，０００円を減額計上しておりま

す。 

  地方交付税につきましても、普通地方交付税の交付決定に伴い７７万９，０００円を計上して

おります。 

  府支出金につきましては、移譲事務交付金１３２万５，０００円を計上いたしております。内

容といたしましては、平成２５年度に大阪府からの事務移譲を受け、泉佐野市以南の３市３町で

広域福祉課を設けてサービス事業者の指定や法人の設立、認可等の専門性の高い事務を共同で処

理することで事務の効率化を図っておりますが、今般、事務処理量の増加に伴い交付金の増額が

見込まれるものでございます。 

  寄附金につきましては、いずれも団体や個人からの指定寄附といたしまして、小学校費寄附金

１０万円を計上しております。 

  繰入金につきましては、１，８６９万９，０００円を計上いたしております。主な内容といた

しましては、本補正予算の編成に当たり財源調整といたしまして、財政調整基金繰入金９４８万

７，０００円、淡輪財産区有地の土地売り払いに伴います一般会計の繰り入れといたしまして、

淡輪財産区特別会計繰入金９２１万２，０００円をそれぞれ計上するものでございます。 

  次に、歳出予算の概要について説明いたします。３ページを参照願います。 

  なお、詳細につきましては８ページ以降に記載しておりますので、あわせてご参照願います。 

  総務費といたしましては、７２０万５，０００円を計上いたしております。内容といたしまし

ては、一般職の退職手当２名分１，０９２万５，０００円を増額計上する一方、地域包括支援セ

ンター職員の産休対応に伴い介護保険特別会計保険事業勘定への振りかえといたしまして給料、

職員手当等の職員給与費３７２万２万円を減額計上するものでございます。 

  民生費といたしまして、１８９万７，０００円を計上いたしております。主な内容といたしま

しては、先ほど説明いたしました広域福祉課で事務処理を行うための負担金９９万５，０００円、

地域包括支援センターの職員給与費を介護保険特別会計支弁職員として振替を行うための介護保

険特別会計繰出金７３万５，０００円を計上いたしております。 

  商工費につきましては、６３万８，０００円を計上いたしております。内容といたしましては、

岬町観光協会が実施主体となり、長松海岸の松枯れに対応するために、枯れ松の伐採、薬剤注入

などの費用を補助金として計上するものでございます。 

  消防費につきましては、消防団員の退職に伴う報奨金６２万３，０００円、泉州南消防組合職
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員の退職に伴う消防組合への負担金９０１万１，０００円、合計で９６３万４，０００円を計上

しております。 

  教育費につきましては、指定寄附金を財源に、小学校の図書購入費１０万円を計上しておりま

す。 

  続きまして、４ページをご参照願います。第２表、債務負担行為補正をごらんください。 

  健康ふれあいセンター運営事業及びアップル館運営事業を追加するものでございます。内容と

いたしましては、いずれも平成２７年度から新たな指定管理者施設の運営に係る契約の締結に伴

うものでございます。 

  なお、期間及び限度額につきましては、ごらんのとおりとなっております。 

  また、平成２６年度退職者に係る分割支給分の退職手当につきましては、分割支給対象者の増

額等に伴い、ごらんのとおり限度額を変更するものでございます。 

  以上が、補正予算の概要でございます。 

  なお、本件は総務、文教厚生、事業の各常任委員会に付託の予定と伺っております。よろしく

ご審議の上、議決賜りますようお願い申し上げます。 

○奥野 学議長 これをもって提案理由の説明を終わります。 

  本件については、総務文教、厚生、事業の各常任委員会に付託の予定でありますが、その前に

大綱的質疑を受けたいと思います。 

  これにご異議ございませんか。 

（「異議なし」の声あり） 

○奥野 学議長 異議なしと認めます。これより大綱的質疑を行います。質疑ございませんか。 

（「なし」の声あり） 

○奥野 学議長 質疑なしと認めます。これで大綱的質疑を終わります。 

  ただいま議題となっております平成２６年度岬町一般会計補正予算（第６次）の件については、

会議規則第３９条第１項の規定により、総務文教、厚生、事業の各常任委員会に付託したいと思

います。 

  これにご異議ございませんか。 

（「異議なし」の声あり） 

○奥野 学議長 異議なしと認めます。 

  よって、本件については総務文教、厚生、事業の各常任委員会に付託することに決定しました。 
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―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 

○奥野 学議長 日程３、議案第３号、平成２６年度岬町介護康保険特別会計（保険事業勘定）補

正予算（第３次）の件を議題とします。 

  本件について提案理由の説明を求めます。しあわせ創造部長、古橋重和君。 

○古橋しあわせ創造部長 日程３、議案第３号、平成２６年度岬町介護保険特別会計（保険事業勘

定）補正予算（第３次）の件につきまして、ご説明いたします。 

  本補正予算は職員の育児休業等に伴う代替職員の人件費について、一般会計と特別会計との間

で支弁調整を行うために調整するものでございます。 

  議案書の１ページをお開きください。 

  歳入歳出予算の総額に、歳入歳出それぞれ３７２万円を追加し、歳入歳出予算の総額を歳入歳

出それぞれ１８億３，３９０万２，０００円とするものでございます。 

  歳入予算の概要につきましてご説明いたします。 

  議案書の２ページをご参照ください。なお、詳細につきましては４ページ以降に記載をいたし

ておりますので、あわせてごらんください。 

  まず、保険料、介護保険料につきましては、第１号被保険者保険料として７８万１，０００円

を計上いたしております。 

  次に、国庫支出金、次の府支出金につきましては、いずれも地域支援事業交付金（包括的支援

事業・任意事業）として国庫補助金で１４６万９，０００円、府補助金で７３万５，０００円を

計上いたしております。 

  次の繰入金、一般会計繰入金につきましても同様に、地域支援事業費における人件費に伴う町

負担分として地域支援事業繰入金（包括的支援事業・任意事業）７３万５，０００円を計上いた

しております。 

  なお、これらの歳入予算につきましては、歳出予算において計上いたしております人件費を介

護保険制度に基づく負担割合に応じて算定し、計上しているものでございます。 

  次に、歳出予算の概要につきましてご説明いたします。 

  議案書の２ページをご参照願います。なお、詳細につきましては５ページに記載をしておりま

す。 

  地域支援事業費（包括的支援事業・任意事業費）として職員の育児休業等に伴う代替職員の人

件費として３７２万円を増額するものでございます。 

  なお、この経費につきましては、一般会計の補正予算において同額を減額いたしております。 



 

39 

  以上が、補正予算の概要でございます。 

  本件につきましては、厚生委員会に付託の予定と伺っております。よろしくご審議の上、議決

賜りますようお願い申し上げます。 

○奥野 学議長 これをもって提案理由の説明を終わります。 

  本件については、厚生委員会に付託の予定でありますが、その前に大綱的質疑を受けたいと思

います。 

  これにご異議ございませんか。 

（「異議なし」の声あり） 

○奥野 学議長 異議なしと認めます。これより大綱的質疑を行います。質疑ございませんか。 

（「なし」の声あり） 

○奥野 学議長 質疑なしと認めます。これで大綱的質疑を終わります。 

  ただいま議題となっております平成２６年度岬町介護保険特別会計（保険事業勘定）補正予算

（第３次）の件については、会議規則第３９条第１項の規定により、厚生委員会に付託したいと

思います。 

  これにご異議ございませんか。 

（「異議なし」の声あり） 

○奥野 学議長 異議なしと認めます。 

  よって、本件については厚生委員会に付託することに決定しました。 

 

―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 

○奥野 学議長 日程４、議案第４号、平成２６年度岬町淡輪財産区特別会計補正予算（第１次）

の件を議題とします。 

  本件について提案理由の説明を求めます。総務部長、古谷 清君。 

○古谷総務部長 日程４、議案第４号、平成２６年度岬町淡輪財産区特別会計補正予算（第１次）

の件につきまして、概要を説明させていただきます。 

  議案書の１ページをご参照願います。 

  歳入歳出予算の総額に、歳入歳出それぞれ１，８８０万円を追加し、歳入歳出予算の総額を、

歳入歳出それぞれ２，７７３万９，０００円とするものでございます。 

  歳入予算の概要につきまして、説明いたします。 

  ２ページの第１表、歳入歳出予算補正をご参照願います。なお、詳細につきましては、４ペー
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ジに記載しておりますので、あわせてご参照願います。 

  淡輪財産区誘致の土地の売り払いに伴い、１，８８０万円を計上いたしております。 

  次に、歳出予算の概要につきまして、説明させていただきます。 

  同様に２ページをご参照願います。なお、詳細につきましては、４ページに記載しております

ので、あわせてご参照願います。 

  歳入予算でありました土地売払い収入相当額のうち、淡輪地区財産区基金への積立金といたし

まして、９５８万８，０００円、一般会計への繰出金といたしまして、９２１万２，０００円を、

それぞれ計上しております。 

  以上が補正予算の概要でございます。 

  本件につきましては、総務文教委員会に付託の予定と伺っております。よろしくご審議の上、

議決賜りますよう、お願い申し上げます。 

○奥野 学議長 これをもって提案理由の説明を終わります。 

  本件については、総務文教委員会に付託の予定でありますが、その前に大綱的質疑を受けたい

と思います。 

  これにご異議ございませんか。 

（「異議なし」の声あり） 

○奥野 学議長 異議なしと認めます。これより大綱的質疑を行います。質疑ございませんか。 

（「なし」の声あり） 

○奥野 学議長 質疑なしと認めます。これで大綱的質疑を終わります。 

  ただいま議題となっております平成２６年度岬町淡輪財産区特別会計補正予算（第１次）の件

については、会議規則第３９条第１項の規定により、総務文教委員会に付託したいと思います。 

  これにご異議ございませんか。 

（「異議なし」の声あり） 

○奥野 学議長 異議なしと認めます。 

  よって、本件については総務文教委員会に付託することに決定しました。 

 

―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 

○奥野 学議長 お諮りします。 

  日程５、平成２７年度当初予算に関する説明から、日程１６、議案第１５号、平成２７年度岬

町水道事業会計予算の件までの１２件を一括議題にしたいと思います。 
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  これにご異議ございませんか。 

（「異議なし」の声あり） 

○奥野 学議長 異議なしと認めます。 

  よって、日程５から日程１６、議案第１５号までの１２件を一括議題にすることに決定しまし

た。 

  平成２７年度当初予算に関する説明を求めます。 

  副町長、中口守可君。 

○中口副町長 日程５、平成２７年度当初予算に関する説明及び日程６、議案第５号、平成２７年

度岬町一般会計予算の件から、日程１６、議案第１５号、平成２７年度岬町水道事業会計予算の

件まで、合わせまして１２件の提案の説明をさせていただきます。 

  新年度予算ということで、長時間になると思いますが、よろしくお願いいたします。 

  それでは、まず、平成２７年度岬町一般会計予算の件について、ご説明いたします。 

  予算書２ページをごらんください。 

  第１条の予算総額として、歳入歳出それぞれ７８億６，１００万円を計上いたしており、対前

年度比１２．５％の増となっております。 

  なお、借換債の発行に伴い、平成２７年度予算では９，６６０万円、平成２６年度予算では１

億７，３００万円を、歳入歳出予算に、それぞれ計上いたしておりますので、借換債を除く実質

的な対前年度比は１３．９％の増となっております。 

  第２条は、債務負担行為の定めでございます。事項、期間及び限度額は、予算書１０ページ、

第２表債務負担行為に掲げております。 

  退職手当、平成２７年度退職者分割支給分につきましては、期間及び限度額を定めております。 

  第３条の地方債につきましては、予算書１１ページ、第３表、地方債に掲げております。 

  町有地のり面整備事業ほか１０事業につきまして、記載の目的ごとに限度額、起債の方法等を

定めております。 

  第４条の一時借入金につきましては、借入の最高額を２０億円と定めております。 

  第５条につきましては、歳出予算の流用についての定めでございます。 

  続きまして、事項別明細書により、予算の概要を説明させていただきます。 

  予算書１３ページ、１４ページをごらんください。 

  歳入予算の概要を説明させていただきます。なお、詳細につきましては、１６ページ以降に記

載しておりますので、あわせてご参照願います。 
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  款１町税につきましては、２１億４，６２２万８，０００円を計上いたしております。景気の

穏やかな回復に伴い、法人町民税の増加が見込まれるものの、個人町民税に加えて、固定資産税

におきましても、評価がえに伴い、いずれも減少が見込まれることなどから、対前年度４，５９

３万１，０００円の減額となっております。 

  款２地方譲与税から款９地方特例交付金までの各種譲与税交付金につきましては、４億８，３

５８万５，０００円を計上いたしております。平成２６年度の収入見込み及び平成２７年度の地

方財政計画などを踏まえ、景気の回復に伴う株式等譲渡所得割交付金、及び平成２６年度４月の

消費税率の引き上げに伴う地方消費税交付金の増加に伴い、対前年度１億９，４７７万１，００

０円の増額となっております。 

  款１０地方交付税につきましては、本町の税収等の状況や、平成２７年度地方財政計画などを

踏まえ、対前年度２，０００万円増額の１８億４，６００万円を計上いたしております。内訳と

いたしましては、普通地方交付税が１５億８，１００万円、特別地方交付税が２億６，５００万

円となっております。 

  款１１交通安全対策特別交付金につきましては、前年度と同額の４００万円を計上いたしてお

ります。 

  款１２分担金及び負担金につきましては、保育所保育料が次にご説明させていただく使用料及

び手数料の予算科目に移行したことなどにより、対前年度３，５２４万５，０００円減額の６，

２６３万３，０００円を計上いたしております。 

  款１３使用料及び手数料につきましては、先にご説明させていただいたように、保育所保育料

が分担金及び負担金の予算科目から移行したことなどにより、対前年度２，７３６万７，０００

円増額の１億２，３１２万６，０００円を計上いたしております。 

  款１４国庫支出金につきましては、道の駅「みさき」建設事業に係るまちづくり交付金や、

（仮称）町道海岸連絡線整備事業などに係る社会資本整備総合交付金の増加などにより、対前年

度３億３，９０７万５，０００円増額の９億８，１５２万２，０００円を計上いたしております。 

  款１５府支出金につきましては、（仮称）深日港観光案内所整備事業に係る大阪府宝くじ社会

貢献広報市町村補助金や、子ども・子育て支援新制度に伴う子どものための教育保育給付費負担

金施設型給付の増加などにより、対前年度７，３５３万８，０００円増額の４億９，８０７万９，

０００円を計上いたしております。 

  款１６財産収入につきましては、町有地売払収入の減少などにより、対前年度１，０３９万２，

０００円減額の５，０８７万２，０００円を計上いたしております。 
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  款１７寄附金につきましては、岬ゆめ・みらい寄附金の増加により、対前年度２０７万４，０

００円増額の５７５万円を計上いたしております。 

  款１８繰入金につきましては、対前年度３，９７６万３，０００円減額の１億９，４６７万７，

０００円を計上いたしております。主な内容といたしましては、当初予算で必要な財源を措置す

るための財政調整基金繰入金として、前年度と同額の１億５，０００万円のほか、淡輪財産区、

深日財産区、多奈川財産区などの特別会計繰入金２，４６９万２，０００円を計上いたしており

ます。 

  款２０諸収入につきましては、退職手当の分割支給に伴う退職手当繰越金の増加などにより、

対前年度１，５２０万６，０００円増額の１億８，８０２万８，０００円を計上いたしておりま

す。 

  款２１町債につきましては、１２億７，６５０万円を計上いたしております。道の駅整備事業

債や、小学校耐震補強事業に係る小学校整備事業債の増加などにより、対前年度３億３，２３０

万円の増額となっております。なお、借換債を除く対前年度は、４億８７０万円の増額となって

おります。 

  次に、歳出予算の概要を説明させていただきます。 

  予算書１５ページをごらんください。なお、詳細につきましては、３５ページ以降に記載して

おりますので、あわせてご参照ください。 

  款１議会費につきましては、議員共済組合負担金の増加などにより、対前年度２６６万１，０

００円増額の１億９１３万２，０００円を計上いたしております。 

  款２総務費につきましては、集会所整備事業や、防災行政無線整備事業の減少などにより、対

前年度２，８８９万２，０００円減額の９億１，２９１万７，０００円を計上いたしております。 

  新規施策といたしましては、町制施行６０周年を記念し、記念式典や、ＮＨＫ全国巡回ラジオ

体操の招致など、各種イベント等を実施するほか、淡輪駅、みさき公園駅、多奈川駅の各自転車

駐輪場に防犯対策のためのカメラを設置することで、犯罪の発生の抑止に努めてまいりたいとい

うことでございます。 

  款３民生費につきましては、子ども・子育て支援新制度の実施に伴う景気の増加などにより、

対前年度８，０２４万４，０００円増額の２１億７，９１７万６，０００円を計上いたしており

ます。 

  新規施策といたしましては、子ども・子育て支援新制度に伴い、認定こども園、幼稚園型に移

行する私立幼稚園に対しまして、施設型給付費を支給することで、財政支援を行います。 
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  また、保護者の病気や育児疲れによる心理的・身体的な負担の軽減として実施しております一

時預かり事業について、町立の子育て支援センターや、淡輪幼稚園に加えまして、新たに認定こ

ども園に移行する私立幼稚園とともに実施することで、子育て支援の拡充を図ってまいります。

あわせまして、乳幼児等医療助成事業につきましても、平成２７年度から拡充を図るものでござ

います。 

  現在、小学校卒業年度末までとしております通院医療助成の対象を、中学校卒業年度末までに

引き上げます。一方、入院事業助成の対象は、既に平成２５年度中に中学校卒業年度末までに引

き上げを行っておりますことから、これにより、入院医療、通院医療ともに助成対象は、中学校

卒業年度末までとなります。 

  ただし、予算計上に当たりましては、平成２６年度の国の補正予算が成立したことを受け、地

方創生事業としての位置づけを検討し、現在、国との協議を行っているところでございます。協

議が整えば、交付金を財源に、平成２６年度補正予算で協議が整わなかった場合には、平成２７

年度（第１次）補正予算で提案をさせていただく予定でございます。 

  款４衛生費につきましては、美化センター内にあるごみ処理施設の定期点検費用の増加などに

より、対前年度２，２３６万８，０００円増額の６億２，７４１万４，０００円を計上いたして

おります。 

  新規施策といたしまして、妊婦の虫歯や歯周病を予防することで、母子の健康保持を図る妊婦

歯科健診を実施するほか、老朽化し、現在、使用していない深日火葬場について、今後の施設の

解体撤去を検討するに当たり、ダイオキシンやアスベスト等の調査分析等を実施いたします。 

  款６農林水産業費につきましては、職員給与費の増加などにより、対前年度５５２万８，００

０円増額の５，００４万６，０００円を計上いたしております。 

  款７商工費につきましては、道の駅「みさき」整備事業の増加などにより、対前年度４億９，

３５７万６，０００円増額の６億６，１１０万３，０００円を計上いたしております。 

  新規施策といたしましては、現在、国土交通省におきまして、仮登録となっております、みな

とオアシスの本登録に向けて、休憩スペースやトイレ、及び駐車場整備を備える観光案内所を深

日港に整備することで、観光情報の発信を行います。 

  また、道の駅整備事業につきましては、平成２５年度、平成２６年度に実施いたしました用地

買収や、実施設計に続きまして、平成２７年度は造成工事や施設整備を行うことで、完成を目指

します。 

  款８土木費につきましては、（仮称）町道海岸連絡線整備事業の増加などにより、対前年度１
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億７，５４８万９，０００円増額の１１億７，１２０万３，０００円を計上いたしております。

新規施策といたしましては、平成２５年度に策定いたしました橋梁修繕計画に基づき、必要性が

高い橋梁の整備を年次的に行うに当たり、平成２７年度は実施設計業務を行うものでございます。 

  また、（仮称）町道海岸連絡整備事業につきましては、平成２６年度に実施いたしました測量

設計に続きまして、平成２７年度には、用地買収を行うことで、平成２８年度以降の本体工事の

着手につなげていくものでございます。 

  款９消防費につきましては、泉佐野市以南の３市３町で構成する泉州南消防組合への負担金の

増加などにより、対前年度５２２万４，０００円増額の３億６，０５５万１，０００円を計上い

たしております。 

  新規施策といたしましては、消防団用の無線機をデジタル化することで、効率的な通信手段の

確保を図ってまいります。また、災害発生時に避難行動に支援が必要な方のデータベースを策定

いたしまして、地図データ化することにより、効果的な、効率的な支援体制の整備を図ってまい

ります。 

  款１０教育費につきましては、小学校耐震補強事業の増加などにより、対前年度２億２，６４

８万４，０００円増額の７億１，２０３万４，０００円を計上いたしております。これまで、年

次的に実施してきました小学校耐震補強事業につきましては、計画最終年度であります平成２７

年度に、淡輪小学校の残り１棟の耐震工事を行うことで、耐震化率１００％の目標を達成する予

定でございます。 

  また、東日本大震災の教訓を踏まえまして、地震で落下した場合に、重大な被害となる恐れが

ある岬中学校の武道室や、ラーニングセンター等のつり天井に係る耐震対策事業につきましては、

平成２６年度の実施設計に続きまして、平成２７年度は、本体工事を行うことで、完成を目指し

てまいります。 

  款１２交際費につきましては、地方債元利償還金の減少などにより、対前年度１億１，１５２

万８，０００円減額の１０億３，７３５万４，０００円を計上いたしております。 

  なお、借りかえを除く対前年度は、３，５１２万８，０００円の減額となっております。 

  款１３諸支出金につきましては、岬ゆめ・みらい基金積立金の増加などにより、対前年度１８

４万６，０００円増額の３，５０７万円を計上いたしております。 

  款１５予備費につきましては、前年度と同額の５００万円を計上いたしております。 

  以上が、平成２７年度岬町一般会計予算でございます。 

  次に、平成２７年度岬町国民健康保険特別会計予算の件につきまして、ご説明いたします。 
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  予算書１１４ページをごらんください。 

  第１条の予算総額として、歳入歳出それぞれ３０億７，６９８万円を計上いたしており、対前

年度比１５．２％の増となっております。 

  第２条の一時借入金につきましては、借入の最高額を５億円と定めております。 

  第３条は、歳出予算の流用についての定めでございます。 

  続きまして、事項別明細書により、予算の概要を説明させていただきます。 

  予算書１２０ページをごらんください。 

  歳入予算の概要を説明させていただきます。なお、詳細につきましては、１２２ページ以降に

記載しておりますので、あわせてご参照ください。 

  款１国民健康保険料につきましては、一般被保険者保険料の増加などにより、対前年度９５７

万４，０００円増額の６億６，７３１万８，０００円を計上いたしております。 

  款２一部負担金につきましては、一般被保険者一部負担金などといたしまして、前年度と同額

の２，０００円を、款３使用料及び手数料につきましても、督促手数料といたしまして、前年度

と同額の１，０００円を、それぞれ計上いたしております。 

  款４国庫支出金につきましては、特別調整交付金の減少などにより、対前年度９１７万７，０

００円減額の５億４，２３２万３，０００円を計上いたしております。 

  款５療養給付費交付金につきましては、退職者医療交付金といたしまして、対前年度１，４５

８万３，０００円減額の７，９０１万７，０００円を計上いたしております。 

  款６前期高齢者交付金につきましては、対前年度７，８５３万４，０００円増額の８億６，５

１２万７，０００円を計上いたしております。 

  款７府支出金につきましては、特別調整交付金の増加などにより、対前年度１，５８９万７，

０００円増額の１億６，３７７万４，０００円を計上いたしております。 

  款８共同事業交付金につきましては、保健財政共同安定化事業交付金の増加などにより、対前

年度３億１，９５７万９，０００円の増額で５億８，９２３万円を計上いたしております。 

  款９財産収入につきましては、基金預金利子といたしまして、前年度と同額の１，０００円を

計上いたしております。 

  款１０繰入金につきましては、保健基盤安定に係る一般会計繰入金の増加などにより、対前年

度５８３万３，０００円増額の１億６，９６７万５，０００円を計上いたしております。 

  款１２諸収入につきましては、特定健康診査等受託料の増加などにより、対前年度５万６，０

００円増額の５１万２，０００円を計上いたしております。 
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  次に、歳出予算の概要につきまして、ご説明させていただきます。 

  予算書１２１ページをごらんください。なお、詳細につきましては、１２７ページ以降に記載

しておりますので、あわせてご参照ください。 

  款１総務費につきましては、一般管理経費の減少などにより、対前年度５４１万円減額の３，

３２０万６，０００円を計上いたしております。 

  款２保険給付費につきましては、一般被保険者療養給付費の増加などにより、対前年度３，２

２８万７，０００円増額の１９億５，８６２万２，０００円を計上いたしております。 

  款３後期高齢者支援金等につきましては、対前年度４７万７，０００円増額の２億６，４２８

万８，０００円を計上いたしております。 

  款４前期高齢者納付金等につきましては、対前年度１６万４，０００円減額の２０万８，００

０円を計上いたしております。 

  款５老人保健拠出金につきましては、対前年度１，０００円増額の１万３，０００円を計上い

たしております。 

  款６介護納付金につきましては、対前年度４５０万６，０００円増額の１億１，７１１万円を

計上いたしております。 

  款７共同事業拠出金につきましては、保健財政共同安定化事業拠出金の増加などにより、対前

年度３億７，３４５万３，０００円増額の６億４，２００万４，０００円を計上いたしておりま

す。 

  款８保健事業費につきましては、対前年度５６万３，０００円増額の２，８８７万８，０００

円を計上いたしております。 

  主な事業といたしましては、特定健診事業や、生活習慣病予防対策事業に加えまして、ジェネ

リック医薬品への変更勧奨などを通じまして、医療費の適正化を図る事業を、引き続き実施する

ものでございます。 

  款９基金積立金につきましては、財政基盤安定基金積立金といたしまして、対前年度同額の１，

０００円を、款１０公債費につきましては、一時借入金利子といたしまして、前年度と同額の１

００万円を、款１１諸支出金につきましては、一般被保険者保険料還付金などといたしまして、

前年度と同額の１６５万円を、款１２予備費につきましても、前年度と同額の３，０００万円を、

それぞれ計上いたしております。 

  以上が、平成２７年度国民健康保険特別会計予算でございます。 

  続きまして、平成２７年度岬町後期高齢者医療特別会計予算の件につきまして、ご説明いたし
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ます。 

  予算書１４３ページをごらんください。 

  第１条の予算総額として、歳入歳出それぞれ２億６，１６６万７，０００円を計上いたしてお

り、対前年度比４．９％の増となっております。 

  事項別明細書により、予算の概要を説明させていただきます。 

  予算書の１４７ページをごらんください。 

  歳入予算の概要を説明させていただきます。 

  なお、詳細につきましては、１４９ページ以降に記載しておりますので、あわせてご参照くだ

さい。 

  款１後期高齢者医療保険料につきましては、特別徴収保険料の増加などにより、対前年度８５

６万３，０００円増額の２億６５万２，０００円を計上いたしております。 

  款２使用料及び手数料につきましては、督促手数料といたしまして、前年度と同額の１，００

０円を計上いたしております。 

  款４繰入金につきましては、保健基盤安定に係る一般会計繰入金の増加などにより、対前年度

３６１万８，０００円増額の６，１０１万２，０００円を計上いたしております。 

  款６諸収入につきましては、延滞金などといたしまして、前年度と同額の２，０００円を計上

いたしております。 

  次に、歳出予算の概要につきまして、説明させていただきます。 

  予算書１４８ページをごらんください。なお、詳細につきましては、１５１ページ以降に記載

しておりますので、あわせてご参照ください。 

  款１総務費につきましては、一般管理経費の増加などにより、対前年度１２８万２，０００円

増額の３１６万２，０００円を計上いたしております。 

  款２後期高齢者医療広域連合納付金につきましては、後期高齢者医療保険料納付金の増加など

により、対前年度１，０８９万９，０００円増額の２億５，８２０万６，０００円を計上いたし

ております。 

  款３諸支出金につきましては、保険料還付金といたしまして、前年度と同額の２０万円を、款

４予備費につきましても、前年度と同額の１０万円を、それぞれ計上いたしております。 

  以上が、平成２７年度岬町後期高齢者医療特別会計予算でございます。 

  次に、平成２７年度岬町下水道事業特別会計予算につきまして、ご説明いたします。 

  予算書１５４ページをごらんください。 
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  第１条の予算総額として、歳入歳出それぞれ６億２，９６０万９，０００円を計上いたしてお

り、対前年度比１９．６％の増となっております。 

  なお、下水道事業借換債の発行に伴い、平成２７年度予算では、歳入歳出予算にそれぞれ３，

３００万円を計上いたしておりますので、借換債を除く実質的な対前年度比は、１３．３％の増

となっております。 

  第２条の地方債につきましては、予算書１５８ページ、第２表、地方債に掲げております。下

水道事業ほか１事業について、地方債の限度額、起債の方法等を定めております。 

  第３条の一時借入金につきましては、借り入れの最高額を５億円と定めております。 

  第４条は、歳出予算の流用についての定めでございます。 

  続きまして、事項別明細書により、予算の概要を説明させていただきます。 

  予算書の１６０ページをごらんください。 

  歳入予算の概要を説明させていただきます。 

  なお、詳細につきましては、１６２ページ以降に記載しておりますので、あわせてご参照くだ

さい。 

  款１繰入金につきましては、一般会計繰入金といたしまして、対前年度３２５万９，０００円

増額の２億７，７７１万５，０００円を計上いたしております。 

  款２町債につきましては、公共下水道事業債の増加などにより、対前年度１億１，１５０万円

増額の２億３，３７０万円を計上いたしております。なお、借換債を除く対前年度は、７，８５

０万円の増額となっております。 

  款３国庫支出金につきましては、社会資本整備総合交付金といたしまして、対前年度３００万

円減額の５００万円を計上いたしております。 

  款４諸収入につきましては、延滞金の減少などにより、対前年度１０万４，０００円減額の７

２万円を計上いたしております。 

  款５使用料及び手数料につきましては、下水道使用料の減少などにより、対前年度６１６万３，

０００円減額の１億５５７万９，０００円を計上いたしております。 

  款６分担金及び負担金につきましては、受益者負担金といたしまして、対前年度２４８万５，

０００円減額の６８９万５，０００円を計上いたしております。 

  次に、歳出予算の概要につきまして、説明させていただきます。 

  予算書１６１ページをごらんください。なお、詳細につきましては、１６５ページ以降に記載

しておりますので、あわせてご参照ください。 
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  款１総務費につきましては、一般会計経費の増加などにより、対前年度６９７万９，０００円

増額の１億２３９万１，０００円を計上いたしております。 

  款２事業費につきましては、公共下水道事業費の増加などにより、対前年度６，０８６万６，

０００円増額の９，７２５万３，０００円を計上いたしております。事業費の内訳といたしまし

ては、流域下水道事業費７４５万円、公共下水道事業費８，９８０万３，０００円となっており

ます。 

  款３公債費につきましては、地方債元金償還金の増加などにより、対前年度３，５１６万２，

０００円増額の４億２，９９６万５，０００円を計上いたしております。 

  なお、借りかえを除く対前年度は２１６万２，０００円の増額となっております。 

  以上が、平成２７年度岬町下水道事業特別会計予算でございます。 

  次に、平成２７年度岬町漁業集落排水事業特別会計予算の件につきまして、ご説明いたします。 

  予算書１７８ページをごらんください。 

  第１条の予算総額として、歳入歳出それぞれ１，５０２万５，０００円を計上いたしておりま

す。対前年度比０．３％の減となっております。 

  続きまして、事項別明細書により、予算の概要を説明させていただきます。 

  予算書の１８２ページをごらんください。 

  歳入予算の概要を説明させていただきます。なお、詳細につきましては、１８４ページ以降に

記載しておりますので、あわせてご参照ください。 

  款１繰入金につきましては、一般会計繰入金といたしまして、対前年度５万７，０００円減額

の１，３５７万６，０００円を計上いたしております。 

  款２使用料及び手数料につきましては、排水処理施設使用料の増加などにより、対前年度１万

５，０００円増額の１４４万９，０００円を計上いたしております。 

  次に、歳出予算の概要につきまして、ご説明させていただきます。 

  予算書１８３ページをごらんください。なお、詳細につきましては、１８５ページに記載して

おりますので、あわせてご参照ください。 

  款１総務費につきましては、一般管理経費といたしまして、対前年度４万２，０００円減額の

４４７万９，０００円を計上いたしております。 

  款２公債費につきましては、前年度と同額の１，０５４万６，０００円を計上いたしておりま

す。 

  以上が、平成２７年度岬町漁業集落排水事業特別会計予算でございます。 
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  次に、平成２７年度岬町介護保険特別会計（保険事業勘定）予算の件につきまして、ご説明い

たします。 

  予算書の１８８ページをごらんください。 

  第１条の予算総額として、歳入歳出それぞれ１８億５，６５９万円を計上いたしております。

対前年度比３．４％の増となっております。 

  第２条の一時借入金につきましては、借り入れの最高額を２億円と定めております。 

  第３条は、歳出予算の流用についてのさだめでございます。 

  続きまして、事項別明細書により、予算の概要を説明させていただきます。 

  予算書１９４ページをごらんください。 

  歳入予算の概要を説明させていただきます。なお、詳細につきましては、１９６ページ以降に

記載しておりますので、あわせてご参照ください。 

  款１保険料につきましては、第１号被保険者保険料といたしまして、対前年度４，６１４万２，

０００円増額の３億５，６８２万２，０００円を計上いたしております。 

  款３使用料及び手数料につきましては、督促手数料といたしまして、前年度と同額の５万１，

０００円を計上いたしております。 

  款４諸国庫支出金につきましては、介護給付費負担金の増加などにより、対前年度１，５０６

万５，０００円増額の４億３，１８７万２，０００円を計上いたしております。 

  款５支払基金交付金につきましては、介護給付費交付金の減少などにより、対前年度３７０万

７，０００円減額の４億９，３１８万１，０００円を計上いたしております。 

  款６府支出金につきましては、介護給付費負担金の増加などにより、対前年度４７４万１，０

００円増額の２億４，７１６万４，０００円を計上いたしております。 

  款８財産収入につきましては、基金預金利子といたしまして、対前年度１万６，０００円減額

の２万２，０００円を計上いたしております。 

  款１０繰入金につきましては、対前年度８２万円減額の３億２，７３７万７，０００円を計上

いたしております。繰入金の内訳といたしましては、一般会計繰入金２億９，０５３万８，００

０円、介護給付費準備基金繰入金３，６８３万９，０００円となっております。 

  款１１諸収入につきましては、認定調査受託金の増加などにより、対前年度３，０００円減額

の１０万１，０００円を計上いたしております。 

  次に、歳出予算の概要を説明させていただきます。 

  予算書１９５ページをごらんください。なお、詳細につきましては、２００ページ以降に記載
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しておりますので、あわせてご参照ください。 

  款１総務費につきましては、一般管理経費の増加などにより、対前年度１，３７６万７，００

０円増額の６，６３９万３，０００円を計上いたしております。 

  款２保険給付費につきましては、居宅介護サービス給付費の増加などにより、対前年度４，７

４３万３，０００円増額の１７億５，１３８万２，０００円を計上いたしております。 

  款４地域支援事業費につきましては、認知症総合支援事業費の増加などにより、対前年度２０

万８，０００円増額の３，６２１万５，０００円を計上いたしております。 

  款６公債費につきましては、一時借入金利子といたしまして５０万円を、款７諸支出金につき

ましては、介護保険料償還金といたしまして１０万円を、款８予備費につきましても、２００万

円を、それぞれ前年度と同額を計上いたしております。 

  以上が、平成２７年度岬町介護保険特別会計（保険事業勘定）予算でございます。 

  次に、平成２７年度岬町介護保険特別会計（介護サービス事業勘定）予算の件について、ご説

明いたします。 

  予算書２１７ページをごらんください。 

  第１条の予算総額として、歳入歳出それぞれ１，６４４万３，０００円を計上いたしており、

対前年度比２．３％の減となっております。 

  事項別明細書により、予算の概要を説明させていただきます。 

  予算書の２２１ページをごらんください。 

  歳入予算の概要を説明させていただきます。なお、詳細につきましては、２２３ページに記載

しておりますので、あわせてご参照ください。 

  款１サービス収入につきましては、国保連合会から支払われる介護報酬などといたしまして、

対前年度３８万１，０００円減額の１，６３９万７，０００円を計上いたしております。 

  款２諸収入につきましては、実習生受入協力金といたしまして、前年度と同額の４万６，００

０円を計上するものでございます。 

  次に、歳出予算の概要を説明させていただきます。 

  予算書２２２ページをごらんください。詳細につきましては、２２４ページに記載しておりま

すので、あわせてご参照ください。 

  款１事業費につきましては、居宅予防サービス等事業費といたしまして、対前年度３８万１，

０００円減額の１，６４４万３，０００円を計上いたしております。 

  以上が、平成２７年度岬町介護保険特別会計（介護サービス事業勘定）予算でございます。 
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  続きまして、平成２７年度岬町淡輪財産区特別会計予算の件につきまして、ご説明いたします。 

  予算書２３０ページをごらんください。 

  第１条の予算総額として、歳入歳出それぞれ７３３万９，０００円を計上いたしており、対前

年度比１７．９％の減となっております。 

  事項別明細書により、予算の概要を説明させていただきます。 

  予算書の２３４ページをごらんください。 

  歳入予算の概要を説明させていただきます。なお、詳細につきましては、２３６ページ以降に

記載しておりますので、あわせてご参照ください。 

  款１財産収入につきましては、土地貸付収入の増加などにより、対前年度８万９，０００円増

額の２７６万８，０００円を計上いたしております。 

  款２繰越金につきましては、前年度繰越金といたしまして１，０００円を、款３諸収入につき

ましても、預金利子といたしまして１，０００円を、それぞれ前年度と同額を計上いたしており

ます。 

  款４繰入金につきましては、淡輪地区財産区基金繰入金、及び一般会計繰入金といたしまして、

対前年度１６８万９，０００円減額の４５６万９，０００円を計上いたしております。 

  次に、歳出予算の概要につきまして、ご説明させていただきます。 

  予算書２３５ページをごらんください。なお、詳細につきましては、２３８ページ以降に記載

しておりますので、あわせてご参照ください。 

  款１財産費につきましては、財産区固有財産に係る維持管理経費の減少などによりまして、対

前年度８２万７，０００円減額の５４７万５，０００円を計上いたしております。 

  款２諸支出金につきましては、淡輪地区財産区基金積立金及び一般会計繰出金といたしまして、

対前年度７７万３，０００円減額の８６万４，０００円を計上いたしております。 

  款３予備費につきましては、前年度と同額の１００万円を計上いたしております。 

  以上が、平成２７年度岬町淡輪財産区特別会計予算でございます。 

  続きまして、平成２７年度岬町深日財産区特別会計予算の件につきまして、ご説明いたします。 

  予算書の２４２ページをごらんください。 

  第１条の予算総額として、歳入歳出それぞれ７，９２２万１，０００円を計上いたしておりま

して、対前年度比３３．９％の増となっております。 

  事項別明細書により、予算の概要を説明させていただきます。 

  予算書の２４６ページをごらんください。 
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  歳入予算の概要を説明させていただきます。なお、詳細につきましては、２４８ページ以降に

記載しておりますので、あわせてご参照ください。 

  款１財産収入につきましては、マツタケ採取権売払収入の減少などにより、対前年度１９万６，

０００円減額の２，１５３万７，０００円を計上いたしております。 

  款２繰越金につきましては、前年度繰越金といたしまして、前年度と同額の１，０００円を、

款３諸収入につきましても、預金利子などといたしまして、前年度と同額の９，０００円を、そ

れぞれ計上いたしております。 

  款４繰入金につきましては、深日地区財産区基金繰入金といたしまして、対前年度２，０２５

万６，０００円増額の５，７６７万４，０００円を計上いたしております。 

  次に、歳出予算の概要につきまして、ご説明させていただきます。 

  予算書２４７ページをごらんください。なお、詳細につきましては、２５０ページ以降に記載

しておりますので、あわせてご参照ください。 

  款１財産費につきましては、財産区固有財産に係る財産区管理経費の減少などにより、対前年

度３４万４，０００円減額の６２７万５，０００円を計上いたしております。 

  款２諸支出金につきましては、深日地区財産区基金積立金及び一般会計繰出金といたしまして、

対前年度２，０４０万４，０００円増額の７，１９４万６，０００円を計上いたしております。 

  款３予備費につきましては、前年度と同額の１００万円を計上いたしております。 

  以上が、平成２７年度岬町深日財産区特別会計予算でございます。 

  次に、平成２７年度岬町多奈川財産区特別会計予算の件につきまして、ご説明いたします。 

  予算書の２５４ページをごらんください。 

  第１条の予算総額といたしましては、歳入歳出それぞれ３，０７８万７，０００円計上いたし

ており、対前年度比５２．６％の減となっております。 

  事項別明細書により、予算の概要を説明させていただきます。 

  予算書の２５８ページをごらんください。 

  歳入予算の概要を説明させていただきます。 

  なお、詳細につきましては、２６０ページ以降に記載しておりますので、あわせてご参照くだ

さい。 

  款１財産収入につきましては、マツタケ採取権売払収入の増加などにより、対前年度９０万５，

０００円増額の１２８万円を計上いたしております。 

  款２諸収入につきましては、預金利子などといたしまして、前年度と同額の２，０００円を計
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上いたしております。 

  款３繰入金につきましては、多奈川地区財産区基金繰入金、及び一般会計繰入金といたしまし

て、対前年度３，５０４万３，０００円減額の２，９５０万５，０００円を計上いたしておりま

す。 

  次に、歳出予算の概要につきまして、説明させていただきます。 

  予算書２５９ページをごらんください。なお、詳細につきましては、２６２ページ以降に記載

しておりますので、あわせてご参照ください。 

  款１財産費につきましては、財産区固有財産に係る維持管理経費の増加などにより、対前年度

６万１，０００円増額の８６２万４，０００円を計上いたしております。 

  款２諸支出金につきましては、多奈川地区財産区基金積立金及び一般会計繰出金といたしまし

て、対前年度３，４１９万９，０００円減額の２，１１６万３，０００円を計上いたしておりま

す。 

  款３予備費につきましては、前年度と同額の１００万円を計上いたしております。 

  以上が、平成２７年度岬町多奈川財産区特別会計予算でございます。 

  最後に、平成２７年度岬町水道事業会計予算の件につきまして、ご説明いたします。 

  予算書の２６６ページをご参照願います。 

  第２条の平成２７年度の業務予定量につきましては、給水戸数８，０８９戸、年間総給水量２

１１万２，７３３立方メートル、１日平均給水量５，７７２立方メートルを予定しております。 

  第３条の収益的収入及び支出の予定額につきましては、事業収益５億６，８０６万７，０００

円、事業費用５億５，０２７万円を計上いたしております。 

  予算書２６７ページをご参照願います。 

  第４条の資本的収入及び支出の予定額につきましては、資本的収入２，１４７万１，０００円、

資本的支出１億９，４９２万６，０００円を計上いたしております。 

  なお、資本的収入額は、資本的支出額に対し不足する１億７，３４５万５，０００円につきま

しては、過年度分損益勘定留保資金で補填するものでございます。 

  第５条では、一時借入金の限度額を３億円と定めております。 

  第６条では、予定支出の各項の経費の金額を流用できる項目を設定しております。 

  第７条では、議会の議決を経なければ流用することができない経費を定めております。 

  予算書２６８ページをご参照願います。 

  第８条では、棚卸資産の購入限度額を、第９条では建設改良事業の施工により取得する資産の
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予定額を、それぞれ定めております。 

  以上が、平成２７年度一般会計予算のほか１０会計予算の概要につきまして、ご説明させてい

ただきました。 

  本件につきましては、後日開催が予定されております各常任委員会に付託されるものと存じま

すので、ご審議の上、議決賜りますよう、よろしくお願い申し上げます。 

  どうもありがとうございます。 

○奥野 学議長 これをもって提案理由の説明を終わります。 

  本件については、それぞれ、総務文教、厚生、事業の各常任委員会に付託の予定でありますが、

その前に大綱的質疑を受けたいと思います。 

  これにご異議ございませんか。 

（「異議なし」の声あり） 

○奥野 学議長 異議なしと認めます。 

  これより大綱的質疑を行います。 

  質疑ございませんか。 

  中原 晶君。 

○中原 晶議員 資料請求を、この場でお願いしたいと思うんですが。 

  予算書の４０ページ、財産管理費の節１３委託料の一番下にあります、坊の山有効利用基本調

査委託料がありますけれども、このことにかかわって、私、総務文教委員会ですので、その総務

文教委員会の会議より前に、できればいただきたいと思うんですが。 

  先ほど、午前中の一般質問のときに、坊の山については、昭和３１年に川崎重工から譲り受け

たということでありましたので、そのときに何か、譲り受けるに当たっての約束事なり、そうい

ったものの資料があれば、参考までにいただきたいんですけれども、お願いできますでしょうか。 

○奥野 学議長 提出できますか。よろしくお願いいたします。 

  ほか、ございませんか。 

（「なし」の声あり） 

○奥野 学議長 質疑なしと認めます。 

 これで、大綱的質疑を終わります。 

  ただいま議題となっております議案第５号、平成２７年度岬町一般会計予算の件から、議案第

１５号、平成２７年度岬町水道事業会計予算の件までの１１件を、会議規則第３９条第１項の規

定により、それぞれ総務文教、厚生、事業の各常任委員会に付託したいと思います。 
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  これにご異議ございませんか。 

（「異議なし」の声あり） 

○奥野 学議長 異議なしと認めます。 

  よって、本件については、それぞれ総務文教、厚生、事業の各常任委員会に付託することに決

定しました。 

 

―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 

○奥野 学議長 日程１７、議案第１６号、工事請負契約中変更の件（公共下水道汚水管埋設工事

（２４－９））を議題とします。 

  本件について、提案理由の説明を求めます。 

  総務部長、古谷 清君 

○古谷総務部長 日程１７、議案第１６号、工事請負契約中変更の件（公共下水道汚水管埋設工事

（２４－９））について、説明をさせていただきます。 

  本工事は、現在、施工中ですが、工事内容の一部変更により、契約金額の変更が生じたため、

地方自治法第９６条第１項第５号の規定により、議会の議決を求めるものであります。 

  契約金額につきましては、変更前５，８６４万４，０００円、うち消費税及び地方消費税の額

４３４万４，０００円を、変更後５，９２２万１，８００円、うち消費税及び地方消費税の額４

３８万６，８００円に変更するものでございます。 

  契約の相手方は、大阪府泉南郡岬町多奈川谷川２３２６番地の１２、芳山建設株式会社 代表

取締役 芳山龍二でございます。 

  変更の工事概要につきましては、別紙資料をご参照いただきたいと思います。 

  下水道及び上水道工事に伴う道路交差点部の舗装復旧につきまして、当初は工事の施工の影響

範囲と限定しておりましたが、舗装復旧に当たり、現場を精査したところ、交差点付近の取付道

路の舗装の劣化、老朽化が著しく、歩行者及び車両の通行に支障が出てくると見込まれるため、

安全性を確保するため、舗装本復旧の範囲を１６３平米追加するものであります。 

  よろしくご審議の上、議決賜りますようお願い申し上げます。 

○奥野 学議長 これをもって提案理由の説明を終わります。 

  これより、本件に対する質疑を行います。 

  質疑ございませんか。 

  田島乾正君。 
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○田島乾正議員 質問ですけれども、本契約部分で、事前にわからなかったんですか。工事に入っ

てから、そういう舗装の部分が１６３平米、追加があると。よくこういう追加契約の部分いうの

あるのですけど。 

  事前にわかってなかったのか、なぜわからなかったのか。それ教えてください。 

○奥野 学議長 都市整備部長、末原光喜君。 

○末原都市整備部長 田島議員ご質問の事前にわからなかったということでございますが、現地に

は工事に入る前に当然舗装の立ち会いということで下水道課のほうで判断、水道の影響範囲につ

いても判断して設計発注しております。しかしながら、現地の交差点部分が特にふえたというの

は、掘削していただく車等の関係、工事による影響も少しございまして、その分については下水

道の持ち分であるという判断が道路管理者の間で定まりましたので、雨水道の工事に伴う部分と

いうことで工事期間中はいろんな車が車両も出入りしますので、その影響範囲ということで追加

させていただきました。 

○奥野 学議長 田島乾正君、よろしいですか。 

○田島乾正議員 私ら素人ですので、素人ながら書類を持って、議案書持って質問したり答弁求め

たりするんですけども、長年いろいろ議員しとったらこういう追加のあれがよく提案されるわけ

です。できればやはり担当は技術屋ですので、事前にそういう予測もされるということなれば、

あまり追加工事ということはあまり好ましくないと思うんで、事前にわかっておればトータルで

やはり契約すべきだと。議員として言うときますので、担当は担当で、技術屋は技術屋で判断し

てらったら結構です。今の答弁で結構です。 

○奥野 学議長 ほかに質疑ございませんか。中原 晶君。 

○中原 晶議員 先ほど田島議員が質問をされたので、その場所については、あえて私も繰り返し

ては言いませんが、よくある追加工事という今までよくお聞きしてきたものとは少し違う内容だ

なと思って聞かせていただいていたんです。こんなこともあるものなのかなという理解なんです

けれども、いたし方ない追加、変更であれば、それを受け取るしか私としてはないわけですけれ

ども、今回は仕方ないものの中に入るものというふうに理解せざるを得ないのかと思っています。 

  工期のことについて１点お聞きをしたいんですが、今回、追加資料には平成２７年３月３１日

というふうに記載をされておりますが、以前の工期は２月１３日までだったかと思います。それ

は、追加発注が行われたということに伴って期間が長くなったということでいたし方ないものな

のか、それから、またこの追加の工事が加わることによって、この工期で工事が間に合うのかど

うか。それから、期間については、周辺の方々にも長きにわたってご迷惑をかけてしてるわけで
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すから、そういった周知については徹底されているのか、その３点についてお聞きしたいと思い

ます。 

○奥野 学議長 都市整備部長、末原光喜君。 

○末原都市整備部長 中原議員のご質問に答えさせていただきます。現地の周知については、看板

のほうで住民の方に周知させていただいております。実際には、工事のときに水道の仮移設とい

うのがいろいろ生じております。その場所についても、できるだけ影響のない範囲ということで

水路の中に入れさせていただいて、本体の下水道工事をして、またそれを戻すと、そういういろ

んな作業が生じました。したがいまして、そのような影響で先ほど言いました舗装範囲もふえた

ところもございます。 

  追加については、今回変更契約という議会の議決を必要なところでございますので、３月３１

日まで延ばさせていただきました。 

  以上でございます。 

○奥野 学議長 よろしいでしょうか。 

○中原 晶議員 間に合うということでいいんですか。 

○末原都市整備部長 今回の３月３１日に完成させる予定でございます。 

○奥野 学議長 よろしいでしょうか。 

  ほかに質疑ございませんか。 

（「なし」の声あり） 

○奥野 学議長 ほかにないようですので、これで質疑を終わります。これより討論に入ります。 

  討論ございませんか。 

（「なし」の声あり） 

○奥野 学議長 討論なしと認めます。これで討論を終わります。 

  これより議案第１６号 工事請負契約中変更の件、公共下水道汚水管埋設工事２４の９を起立

により採決します。 

  本件は原案のとおり決定することに賛成の方の起立を求めます。 

（起立全員） 

○奥野 学議長 起立満場一致であります。よって議案第１６号は原案のとおり可決することに決

定しました。 

 

―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 
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○奥野 学議長 日程１８、議案第１７号、岬町交流センター条例を制定する件を議題とします。 

  本件について提案理由の説明を求めます。総務部長、古谷 清君。 

○古谷総務部長 日程１８、議案第１７号、岬町交流センター条例を制定する件について説明させ

ていただきます。 

  提案理由としましては、旧淡輪共同作業場を岬町交流センターと名称変更して位置づけ、本町

における住民交流の活性化と人権啓発の推進を図り、地域福祉の向上と地域社会の振興に資する

ため本条例を制定するものであります。 

  条例案及び新旧対照表をご参照ください。第１条では、センター設置の趣旨、目的を規定して

います。第２条では、岬町交流センターの名称及び位置を定めております。第３条では、町長が

管理することを、第４条から第６条では、使用の許可、使用の制限、使用許可の取り消し等につ

いて定めております。第７条から第９条では、使用料の減免、使用料の還付について定めており

ます。第１０条では、特別の設備の制限、第１１条では目的外使用または権利譲渡の禁止を定め

ております。第１２条では、使用後の現状回復義務、第１３条では、使用者の損害賠償義務、第

１４条では、町長の免責について定めております。第１５条は、規則への委任規定です。 

  附則といたしまして、第１項では条例の施行期日を平成２７年４月１日からとしています。附

則第２項では、岬町暴力団等の排除に関する条例の別表を一部改正することとしております。こ

の別表は、同条例において暴力団を排除する公の施設を規定している部分で、岬町交流センター

を追加し、またいきいきパークみさき、道の駅みさきについても規定漏れがございましたので、

この際に追加し、例規の整備を図るものでございます。 

  以上が、岬町交流センター条例の概要でございます。本件につきましては、総務文教委員会に

付託の予定と伺っております。よろしくご審議の上、議決賜りますようお願い申し上げます。 

○奥野 学議長 これをもって提案理由の説明を終わります。 

  本件については、総務文教委員会に付託の予定でありますが、その前に大綱的質疑を受けたい

と思います。これに質疑ございませんか。 

（「異議なし」の声あり） 

○奥野 学議長 異議なしと認めます。 

  これより大綱的質疑を行います。質疑ございませんか。竹原伸晃君。 

○竹原伸晃議員 私は総務文教委員会ではございませんので、何点かお聞きしたいと思います。こ

の建物ですけども、できたら何年たっておるのかというのと、土地や建物は町の持ち物で間違い

ございませんかということを確認させてもらうのが１点です。 
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  それと、２点目に、使われてる方現在もあると思うんですけども、きちんと調整できているの

かどうか。その調整できているのであれば、どちらの方と調整されたのかというのを教えていた

だければと思います。 

○奥野 学議長 総務部長、古谷 清君。 

○古谷総務部長 お答えいたします。竣工年度等につきましては、ちょっと調査したいと思います

ので、総務文教委員会の中で明らかにさせていただきたいと思います。 

  土地、建物につきましては、土の財産でございます。 

  使用者調整につきましては、現在事務所等で活動されてる方、また自治部長さん等と調整をし

て名称の変更について協議をさせていただいたということでございます。 

○奥野 学議長 よろしいでしょうか。 

○竹原伸晃議員 ありがとうございます。 

○奥野 学議長 ほかに質疑ございませんか。 

（「なし」の声あり） 

○奥野 学議長 質疑なしと認めます。 

  これで大綱的質疑を終わります。 

  ただいま議題となっております岬町交流センター条例を制定する件については、会議規則第３

９条第１項の規定により、総務文教委員会に付託したいと思います。 

  これにご異議ございませんか。 

（「異議なし」の声あり） 

○奥野 学議長 異議なしと認めます。 

  よって、本件については総務文教委員会に付託することに決定しました。 

 

―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 

○奥野 学議長 日程１９、議案第１８号、岬町教育長の勤務時間、休日、休暇等及び職務専念義

務の特例に関する条例を制定する件を議題とします。 

  本件について、提案理由の説明を求めます。まちづくり戦略室長、保井太郎君。 

○保井まちづくり戦略室長兼町長公室長 日程１９、議案第１８号、岬町教育長の勤務時間、休日、

休暇等及び職務専念義務の特例に関する条例を制定する件について、ご説明申し上げます。 

  提案理由といたしましては、地方教育、行政の組織及び運営に関する法律の一部を改正する法

律、平成２６年法律第７６号の施行に伴い、教育長の勤務時間、休日、休暇等及び職務専念義務
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の特例を定めるため本条例を制定するものであります。 

  これまで、教育長は一般職の職員として位置づけられ、地方公務員法の規定が適合されており

ました。しかしながら、このたびの地方教育行政の組織及び運営に関する法律の改正に伴い、教

育長は首長が議会の同意を得て選任する常勤特別職として位置づけられ、職務専念義務が定めら

れることになりました。 

  これに伴い、新たな教育長の勤務時間や職務専念義務を定めることが必要となりましたので、

本条例ではそれら諸事項について否定いたしております。 

  議案書の裏面をごらんください。まず、第１条では、本条例の趣旨を規定しております。教育

長の勤務時間、休日及び休暇と教育長の職務専念義務について定めることを規定しております。 

  次に、第２条では、教育長の勤務時間・休日及び休暇等を規定しております。職員の勤務時間、

休暇等に関する条例の適用を受ける職員、すなわち一般職の職員と同様に取り扱うことを規定し

ております。 

  次に、第３条では、教育長の職務専念義務の免除について規定しております。職務に専念する

義務の特例に関する条例の適用を受ける職員、すなわち一般職の職員と同様に取り扱うことを規

定しております。 

  続きまして、附則でございますが、まず、施行日につきましては、平成２７年４月１日として

おります。 

  次に、経過措置でございます。改正法附則第２条第１項の場合においては、この条例の規定を

適用しなとしており、現行の教育長が任期満了まで在職する場合には、本条例の規定を適用しな

い旨を規定しております。したがいまして、現行の教育長が任期満了まで在職する場合につきま

しては、従前からの一般職の地方公務員としての身分でございます。 

  本件につきましては、総務文教委員会に付託の予定と伺っております。よろしくご審議の上、

議決賜りますようお願い申し上げます。 

○奥野 学議長 これをもって提案理由の説明を終わります。 

  本件については、総務文教委員会に付託の予定でありますが、その前に大綱的質疑を受けたい

と思います。 

  これにご異議ございませんか。 

（「異議なし」の声あり） 

○奥野 学議長 異議なしと認めます。 

  これより大綱的質疑を行います。質疑ございませんか。竹原伸晃君。 
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○竹原伸晃議員 １つ、今の説明を聞きまして確認なんですけども、何ら今までと変わりないとい

うような内容だと思うんですけども、特に次の任期の教育長に関して特に変更ないというふうに

聞こえたんですけども、そうではないですか。お願いします。 

○奥野 学議長 まちづくり戦略室長、保井太郎君。 

○保井まちづくり戦略室長兼町長公室長 教育長が在職する場合につきましては、従前の一般職の

地方公務員として適用されるということでございますが、そもそも地方教育行政の組織及び・・

に関する法律の一部が改正されたという経緯がございます。これは、いわゆるいじめの問題とか

身体の問題の危険とかの場合に十分な対応をしていこうということで、国のほうの教育再生実行

委員会で、平成２５年４月１９日に、教育委員会制度等のあり方についての提言が行われました。 

  また、平成２５年１２月１３日に、今後の地方教育行政のあり方についての答申が公表されま

して、これらの答申を踏まえて法律改正がなされたもので、教育の政治的中立性、継続性、安定

性を確保しつつ、地方教育行政における責任体制の明確化、迅速な危機管理体制の構築、地方公

共団体の長と教育委員会との連携を強化するような形で法律改正されましたので、それに適用す

るような形での今回の条例の整理をさせていただくということでございます。 

○奥野 学議長 竹原伸晃君。 

○竹原伸晃議員 現教育長も、常日ごろ教育長の部屋で一生懸命執務をとっていただいていると。

常勤ということと思っていたんですけど、それも変わりないということで間違いございませんで

しょうか。 

○奥野 学議長 まちづくり戦略室長、保井太郎君。 

○保井まちづくり戦略室長兼町長公室長 お答えいたします。経過措置がございまして、経過措置

の中で現行の教育長が任期満了まで在職する場合は、この条例に基づかず現状の従前からの一般

職の地方公務員の身分でございますので、変わりがないということでございます。ただ、この条

例を整備するのには、先ほど言いました法律がありましたので、それに十分適用するための条例

を定めるということでございますので、ご理解のほどよろしくお願いします。 

  一般職についてですか、変わらないです。常勤は常勤、常勤の特別職と常勤の一般職という形

でございますので、新たになれば常勤の特別職になるということでだ理解いただきたいと思いま

す。 

○竹原伸晃議員 わかりました。 

○奥野 学議長 ほかに質疑ございませんか。田島乾正君。 

○田島乾正議員 当委員会の委員ですので、ちょっと理解がしづらいと思いますので、この件につ
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いてね。文章では。できたら保井室長、図式で委員会資料として請求しときますんで、当日の委

員会で混乱しないように、一つ理解できる図式の資料請求しときます。 

○奥野 学議長 よろしいでしょうか。ほかに質疑ございませんか。これで大綱的質疑を終わりま

す。 

  ただいま議題となっております岬町教育長の勤務時間、休日、休暇等及び職務専念義務の特例

に関する条例を制定する件については、会議規則第３９条第１項の規定により、総務文教委員会

に付託したいと思います。 

  これにご異議ございませんか。 

（「異議なし」の声あり） 

○奥野 学議長 異議なしと認めます。 

  よって、本件については総務文教委員会に付託することに決定しました。 

 

―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 

○奥野 学議長 日程２０、議案第１９号、岬町特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の利

用者負担額等に関する条例を制定する件を議題とします。 

  本件について、提案理由の説明を求めます。しあわせ創造部長、古橋重和君。 

○古橋しあわせ創造部長 日程２０、議案第１９号、岬町特定教育・保育施設及び特定地域型保育

事業の利用者負担額等に関する条例を制定する件につきまして、ご説明申し上げます。 

  提案理由といたしましては、子ども・子育て支援法に規定する特定教育・保育施設及び特定地

域型保育事業所の利用者負担額等を定める必要が生じたので、本条例を制定するものでございま

す。 

  それでは、条例案についてご説明させていただきます。議案書の裏面をごらんください。 

  まず、第１条は、条例の趣旨について、特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の利用に

関し利用者が負担する費用等について必要な事項を定めるというふうに規定をいたしております。 

  第２条につきましては、定義について定めております。 

  第３条につきまして、特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の利用者負担額について定

めており、政令で定める額を限度として規則で定める旨を規定いたしております。 

  第４条につきましては、利用者負担額の徴収について定めており、第１項では町長は町立幼稚

園、保育所を利用した子供の支給認定保護者等から、また第２項では私立保育所を利用した子供

の支給認定保護者等から利用者負担額を徴収する旨を規定をいたしております。 
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  第５条では、利用者負担額の納期について、第６条につきましては、利用者負担額の還付につ

いて、第７条につきましては、利用者負担額の減免について、第８条については、規則への委任

について定めております。 

  また、附則では、本条例の施行日を法の施行日、平成２７年４月１日と定めております。 

  次に、第３条に定めております規則で定める予定の業者負担額につきましては、議案書とあわ

せて送付させていただいております岬町特定教育保育施設及び特定地域型保育事業の利用者負担

額案の概要により説明をさせていただきます。 

  幼稚園、または認定こども園を利用する場合の認定となる法第１９条第１項第１号認定の利用

者負担額につきましては、これまでの一律負担から応能負担に変更されます。本町におきまして

は、国の基準で設定する予定で利用者負担額、また次の低所得世帯等の利用額は記載のとおりで

ございます。なお、利用者負担額の第２階層の額につきましては、さきに全員協議会の説明時よ

り低い利用者負担額の決定となっております。これは、政令につきましても、この低い額で政令

が出る予定となっております。 

  また、幼稚園年少から小学校３年生までの範囲内に子供が２人以上いる場合の多子世帯減免に

つきましても、国の基準で設定をする予定でございます。 

  月途中の入退園に係る利用者負担額の取り扱いにつきましては、日割り計算により徹底するこ

ととなります。 

  ２ページをごらんください。保育所または認定こども園を利用する場合の認定となる法第１９

条、第１項、第２号、第３号の認定の利用者負担額、また、３ページの低所得世帯等の利用者負

担額につきましては、現行の利用者負担額の水準を維持する予定であり、利用者負担額は記載の

とおりでございます。 

  また、多子世帯減免及び月途中の入退園に係る利用者負担額の取り扱いにつきましても、現行

どおりとする予定でございます。 

  次に、本来、幼稚園を利用する場合、２ページに記載をしております法１９条第１項第１号認

定の利用者負担額が適用されることとなりますが、町立の淡輪幼稚園につきましては、特例を設

け現行の利用者負担額を当分の間、維持する予定としており、利用者負担額は記載のとおりでご

ざいます。 

  また、低所得世帯等の利用者負担につきましては、国の考え方に準じ、また４ページの多子世

帯減免及び月途中の入退園に係る利用者負担額の取り扱いにつきましても、国の基準に準じて設

定をする予定といたしております。 
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  なお、淡輪幼稚園におきましては、低所得世帯等、また多子世帯減免及び月途中の入退園に係

る利用者負担額の取り扱いにつきましては、新制度において新たに設定されるものでございます。 

  以上が、条例案の概要でございます。本件は、厚生委員会に付託の予定と伺っております。よ

ろしくご審議の上、議決賜りますようお願い申し上げます。 

○奥野 学議長 これをもって提案理由の説明を終わります。 

  本件については、厚生委員会に付託の予定でありますが、その前に大綱的質疑を受けたいと思

います。 

  これにご異議ございませんか。 

（「異議なし」の声あり） 

○奥野 学議長 異議なしと認めます。 

  これより大綱的質疑を行います。質疑ございませんか。中原 晶君。 

○中原 晶議員 資料を請求します。第８条で、この条例の施行に関し必要な事項を規則で定める

とありますので、規則を資料提出求めたいと思います。 

○奥野 学議長 資料の提出いけますか。 

○古橋しあわせ創造部長 規則につきましては、現在策定中でございますが、意思決定については

まだいたしておりませんので、概略の素案という形で提出をさせていただきたいと思います。 

○奥野 学議長 ほかに質疑ございませんか。 

（「なし」の声あり） 

○奥野 学議長 質疑なしと認めます。 

  これで大綱的質疑を終わります。 

  ただいま議題となっております、岬町特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の利用者負

担額等に関する条例を制定する件については、会議規則第３９条第１項の規定により、厚生委員

会に付託したいと思います。 

  これにご異議ございませんか。 

（「異議なし」の声あり） 

○奥野 学議長 異議なしと認めます。 

  よって、本件については厚生委員会に付託することに決定しました。 

 

―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 

○奥野 学議長 日程２１、議案第２０号、岬町立子育て支援センター条例を制定する件を議題と
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します。 

  本件について、提案理由の説明を求めます。しあわせ創造部長、古橋重和君。 

○古橋しあわせ創造部長 日程２１、議案第２０号、岬町立子育て支援センター条例を制定する件

につきまして、ご説明いたします。 

  提案理由といたしましては、子育て支援の充実を図るため、本条例を制定するものでございま

す。現在、子育て支援センターは、緑ヶ丘保育所を活用して事業を実施しております。また、子

育て支援センターは、子供子育て支援法に基づき平成２７年度からスタートする子供子育て支援

新制度において、地域の子育て支援拠点事業として位置づけられていることから、この新制度の

開始を契機として条例設置をするものでございます。 

  それでは、条例案についてご説明させていただきます。議案書の裏面をごらんください。 

  第１条は、子育て支援センターの設置について。乳幼児の健やかな育成を図ることを目的とす

る旨を規定をいたしております。 

  第２条につきましては、名称及び位置を、また第３条につきましては、子育てに関する相談や

情報収集、提供、また講座等の実施など、実施をする事業について定めております。 

  第４条につきましては、利用できるものの範囲を、また、第５条では利用料について定めてお

り、利用料は無料としております。 

  第６条では、利用を拒むことのできる旨の利用の制限を、第７条につきましては、利用者の責

に期す場合の損害賠償について、また、第８条については、規則への委任について定めておりま

す。 

  また、附則では、本条例の施行日を平成２７年４月１日と定めております。 

  また、岬町暴力団等の排除に関する条例の一部を改正し、子育て支援センターを暴力団の利益

になると認められるときは使用等を許可しない公の施設として別表に追加するものでございます。 

  以上が、条例案の概要でございます。本件は、厚生委員会に付託の予定と伺っております。よ

ろしくご審議の上、議決賜りますようお願い申し上げます。 

○奥野 学議長 これをもって提案理由の説明を終わります。 

  本件については、厚生委員会に付託の予定でありますが、その前に大綱的質疑を受けたいと思

います。 

  これにご異議ございませんか。 

（「異議なし」の声あり） 

○奥野 学議長 異議なしと認めます。 
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  これより大綱的質疑を行います。質疑ございませんか。 

（「なし」の声あり） 

○奥野 学議長 質疑なしと認めます。 

  これで大綱的質疑を終わります。 

  ただいま議題となっております、岬町立子育て支援センター条例を制定する件については、会

議規則第３９条第１項の規定により、厚生委員会に付託したいと思います。 

  これにご異議ございませんか。 

（「異議なし」の声あり） 

○奥野 学議長 異議なしと認めます。 

  よって、本件について厚生委員会に付託することに決定しました。 

 

―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 

○奥野 学議長 日程２２、議案第２１号、岬町地域包括支援センターの人員及び運営に関する基

準を定める条例を制定する件を議題とします。 

  本件について、提案理由の説明を求めます。しあわせ創造部長、古橋重和君。 

○古橋しあわせ創造部長 日程２２、議案第２１号、岬町地域包括支援センターの人員及び運営に

関する基準を定める条例を制定する件につきましてご説明いたします。 

  提案理由といたしましては、地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を図るための

関係法律の整備に関する法律、いわゆる第三次一括法における介護保険法の改正により地域包括

支援センターの人員及び運営に関する基準を条例で定める必要が生じたため、本条例を制定する

ものでございます。 

  それでは、条例案についてご説明させていただきます。議案書の裏面をごらんください。 

  第１条につきましては、趣旨を、また第２条につきましては、定義としての用語の意義につい

て規定をいたしております。 

  第３条につきましては、被保険者が可能な限り住み慣れた地域において自立した日常生活を営

むことができるようにしなければならないという地域包括支援センターの基本方針とともに、地

域包括支援センター運営協議会の意見を踏まえて適切、公正かつ中立な運営を確保することを定

めております。 

  次に、第４条では、６５歳以上の１号被保険者の人数に応じた人員に関する基準を定めており

ます。なお、現在の本町の１号被保険者は、１月末時点で５，７６０人であることから保健師、
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社会福祉士、主任介護支援専門員主任ケアマネジャーでございますが、についてそれぞれ１名の

配置が必要となりますが、現在、既にこの基準を満たした配置となっております。 

  また、附則では、本条例の施行日を平成２７年４月１日と定めております。 

  以上が、条例案の概要でございます。本件につきましては、厚生委員会に付託の予定と伺って

おります。よろしくご審議の上、議決賜りますようお願い申し上げます。 

○奥野 学議長 これをもって提案理由の説明を終わります。 

  本件については、厚生委員会に付託の予定でありますが、その前に大綱的質疑を受けたいと思

います。 

  これにご異議ございませんか。 

（「異議なし」の声あり） 

○奥野 学議長 異議なしと認めます。 

  これより大綱的質疑を行います。質疑ございませんか。 

（「なし」の声あり） 

○奥野 学議長 質疑なしと認めます。 

  これで大綱的質疑を終わります。 

  ただいま議題となっております、岬町地域包括支援センターの人員及び運営に関する基準を定

める条例を制定する件については、会議規則第３９条第１項の規定により、厚生委員会に付託し

たいと思います。 

  これにご異議ございませんか。 

（「異議なし」の声あり） 

○奥野 学議長 異議なしと認めます。 

  よって、本件については厚生委員会に付託することに決定しました。 

 

―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 

○奥野 学議長 日程２３、議案第２２号、岬町指定介護予防支援事業者の指定並びに指定介護予

防支援等の事業の人員及び運営並びに指定介護予防支援等に係る介護予防のための効果的な支援

の方法に関する基準を定める条例を制定する件を議題とします。 

  本件について、提案理由の説明を求めます。しあわせ創造部長、古橋重和君。 

○古橋しあわせ創造部長 日程２３、議案第２２号、岬町指定介護予防支援事業者の指定並びに指

定介護予防支援等の事業の人員及び運営並びに指定介護予防支援等に係る介護予防のための効果
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的な支援の方法に関する基準を定める条例を制定する件について、ご説明させていただきます。 

  提案理由といたしましては、地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を図るための

関係法律の整備に関する法律における介護保険法の改正により、指定介護予防支援事業者の指定

並びに指定介護予防支援等の事業の運営並びに指定介護予防支援等に係る介護予防のための効果

的な支援の方法に関する基準を条例で定めることとされたため、本条例を制定するものでござい

ます。 

  それでは、条例案についてご説明をさせていただきます。議案書の裏面をごらんください。な

お、本条例案につきましては、第１章から第７章までと、条項が多岐にわたりますので、説明に

つきましては、本議案書と合わせて送付をいたしております条例案の概要について説明をさせて

いただきます。 

  まず、条例制定の背景といたしましては、提案理由にもありましたように、地域の自主性及び

自立性を高めるための改革の推進を図るための関係法律の整備に関する法律、いわゆる第三次一

括法が制定され、その中で介護保険法についても改正があり、これまで政令で定められていた基

準等について、市町村の条例で定めることとされたことによるものでございます。 

  介護予防支援事業とは、要支援１、２の方に対して介護ケアマネジメントを行うもので、その

要支援１、２の方のケアプランを作成する業務を行う指定介護予防事業所の指定やその運営等の

基準を条例で定めるものでございます。なお、本町の場合は、岬町が指定を受けて地域包括支援

センターがその業務を実施しており、人員やケアプランの作成件数は記載のとおりでございます。 

  次に、条例の制定に当たっての考え方につきましては、条例制定においては地域の実情を十分

に参酌することとなっておりますが、現時点では国の基準と異なる基準を定めるほどの特別な理

由が認められないと考えられていることから、原則として国の基準に準じた基準としております。 

  ただし、岬町暴力団等の排除に関する条例の基本理念を踏まえ、暴力団等の参入を排除し、安

心して利用できる環境を整備する必要があるため、暴力団排除の規定を盛り込むとともに記録の

保存期限について５年の返還請求の時効との整合性を図り、不正請求などの返還事務に支障を生

じさせないようにするため、大阪府が条例で国の基準と異なる基準を定めていることから、大阪

府の条例に準じ記録の保存年限をサービスを提供した日から５年間に定めております。 

  裏面をごらんください。条例で定める項目といたしましては、本条例は７章立てになっており、

第１章、総則では、趣旨、定義を定めております。 

  次に、第２章、指定介護予防事業者指定に関する基準では、申請者の資格を。 

  第３章、基本方針では、基本方針。 
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  第４章、人員に関する基準では、従業員数及び管理者について定めております。 

  第５章、運営に関する基準では、内容や手続、同意、また提供拒否の禁止、利用料等の受領な

ど運営に関する基準を。 

  第６章、介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準では、基本的な取扱方針、また個

別的取扱方針、提供に当たっての留意点について定めております。 

  最後に、第７章、基準該当介護予防支援事業に関する基準では、本条例の第３章から第６章ま

での規定について、基準該当介護予防支援事業について準用する旨の準用規定を定めております。 

  次に、附則といたしまして、施行期日につきましては、平成２７年４月１日から施行するもの

でございます。また、記録の保存年限は施行日において、保存期間が満了していないものについ

ても適用する旨の適用区分を定めております。 

  以上が、条例案の概要でございます。本件は、厚生委員会に付託の予定と伺っております。よ

ろしくご審議の上、議決賜りますようお願い申し上げます。 

○奥野 学議長 これをもって提案理由の説明を終わります。 

  本件については、厚生委員会に付託の予定でありますが、その前に大綱的質疑を受けたいと思

います。 

  これにご異議ございませんか。 

（「異議なし」の声あり） 

○奥野 学議長 異議なしと認めます。 

  これより大綱的質疑を行います。質疑ございませんか。 

（「なし」の声あり） 

○奥野 学議長 質疑なしと認めます。 

  これで大綱的質疑を終わります。 

  ただいま議題となっております、岬町指定介護予防支援事業者の指定並びに指定介護予防支援

等の事業の人員及び運営並びに指定介護予防支援等に係る介護予防のための効果的な支援の方法

に関する基準を定める条例を制定する件については、会議規則第３９条第１項の規定により、厚

生委員会に付託したいと思います。 

  これにご異議ございませんか。 

（「異議なし」の声あり） 

○奥野 学議長 異議なしと認めます。 

  よって、本件については、厚生委員会に付託することに決定しました。 
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  お諮りします。暫時休憩したいと思います。ご異議ございませんか。 

（「異議なし」の声あり） 

○奥野 学議長 異議なしと認めます。暫時休憩することに決定しました。暫時休憩します。再開

は１５時００分に再開いたします。 

（午後 ２時５２分 休憩） 

 

（午後 ３時０２分 再開） 

○奥野 学議長 休憩前に引き続き会議を再開します。 

 

―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 

○奥野 学議長 日程２４、議案第２３号、岬町行政手続条例の一部を改正する件を議題とします。 

  本件について、提案理由の説明を求めます。総務部長、古谷 清君。 

○古谷総務部長 日程２４、議案第２３号、岬町行政手続条例の一部を改正する件について説明さ

せていただきます。 

  提案理由といたしましては、行政手続法の一部を改正する法律の施行に伴い、本町におきまし

ても、国と同様の手続制度を導入するため本条例に所要の改正を行うものでございます。条例案

及び新旧対照表をご参照ください。また、説明に当たりましては、条例案と同時に送付させてい

ただいております別添資料の岬町行政手続条例の一部を改正する条例案の概要に沿って説明をさ

せていただきますので、ご参照いただきたいと思います。 

  行政運営における公正の確保と透明性の向上を図るための法律であります行政手続法の一部が

改正され、平成２７年４月１日から施行されることとなりました。 

  改正法の要旨は、次の３点でございます。行政指導の方式の内容の追加、そして行政指導の中

止等を求める手続の追加、３点目が処分等を求める手続の追加の３点でございます。この法律の

改正を受けまして、条例の改正を図るものでございます。なお、法と条例と関係につきましては、

資料１枚目の中ほどに図示しておりますように、本町が行う法律または命令に根拠を有する処分

及び届け出につきましては、行政手続法が直接に適用されますが、条例等に根拠を有する処分、

行政手続につきましては適用されないため、これらの手続を規定する岬町行政手続条例が制定さ

れているところでございます。 

  条例改正の概要について説明いたします。 

  まず、１点目、行政指導の方式の改正、内容の追加についてであります。行政指導に携わる者
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は、当該行政指導をする際に町の機関が許認可等をする権限、または許認可等に基づく処分をす

る権限を行使う得る旨を示すときは、その相手方に対して当該権限を行使し得る根拠となる法令

の条項等を示さなければならないことといたします。 

  次に、２点目、行政指導の中止等の求め、手続の追加についてであります。資料２ページ目の

中ほどの図表をご参照いただきたいと思います。 

  法律または条例に基づく行政指導を受けた者が、当該行政指導が法律、または条例の要件に適

合しないと思う場合には、町にその旨を申し出て行政指導の中止、その他必要な措置をとること

を求めることができるようにするための手続を定めます。町は、この申し出があったときは必要

な調査を行い、当該申し出に係る行政指導が法律または条例の要件に適合しないと認めるときは、

当該行政指導の中止、その他必要な措置をとらなければならないことといたします。 

  ３点目、処分等の求め、手続の追加についてであります。資料３ページ目の中ほどの図表をご

参照ください。 

  法令等に違反する事実を発見した場合において、その是正のための処分や行政指導がなされて

いないと思う場合には、町にその旨を申し出て処分または行政指導することを求めることができ

るようにするための手続を定めます。町は、この申し出があったときは、必要な調査を行いまし

て、その結果に基づき必要があると認めるときは当該処分、または行政指導をしなければならな

いことといたします。 

  附則におきましては、施行日を平成２７年４月１日からとするとともに、岬町行政手続条例の

適用除外となっております岬町税条例の条項ずれを修正する一部改正を行うこととしております。 

  以上が、岬町行政手続条例の一部を改正する条例の概要でございます。本件につきましては、

総務文教委員会に付託の予定と伺っております。よろしくご審議の上、議決賜りますようお願い

申し上げます。 

○奥野 学議長 これをもって提案理由の説明を終わります。 

  本件については、総務文教委員会に付託の予定でありますが、その前に大綱的質疑を受けたい

と思います。 

  これにご異議ございませんか。 

（「異議なし」の声あり） 

○奥野 学議長 異議なしと認めます。 

  これより大綱的質疑を行います。質疑ございませんか。 

（「なし」の声あり） 
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○奥野 学議長 質疑なしと認めます。 

  これで大綱的質疑を終わります。 

  ただいま議題となっております、岬町行政手続条例の一部を改正する件については、会議規則

第３９条第１項の規定により、総務文教委員会に付託したいと思います。 

  これにご異議ございませんか。 

（「異議なし」の声あり） 

○奥野 学議長 異議なしと認めます。 

  よって、本件については総務文教委員会に付託することに決定しました。 

 

―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 

○奥野 学議長 日程２５、議案第２４号、岬町基金条例の一部を改正する件を議題とします。 

  本件について、提案理由の説明を求めます。企画政策監、西 啓介君 

○西企画政策監 日程２５、議案第２４号、岬町基金条例の一部を改正する件についてご説明をさ

せていただきます。 

  提案理由といたしましては、多奈川地区多目的公園の整備を進めるため本条例に所要の改正を

行うものでございます。多奈川地区多目的公園の維持管理、運営を行うために必要な財源を賄う

ため、多目的公園の事業活動に伴って収入された金額の一部を多奈川地区多目的公園管理基金に

積み立てを行っております。現在、町の公園エリアに仮置きされている第二阪和国道建設発生土

が平成２７年度中に撤去されることから、その跡地の公園整備を進めるために必要な財源を多奈

川地区多目的公園管理基金により充当するため、本条例の一部を改正するものでございます。 

  それでは、改正内容についてご説明申し上げます。議案書の裏面並びに新旧対照表も合わせて

ご参照願います。 

  改正内容といたしまして、第１条の表中、多奈川地区多目的公園の維持管理、運営を多奈川地

区多目的公園の整備、維持管理及び運営に改め、維持管理、運営の前に整備を加えるものでござ

います。 

  附則でございますが、この条例は、交付の日から施行するものでございます。 

  以上が、岬町基金条例の一部を改正する条例案の概要でございます。本件につきましては、事

業委員会へ付託の予定と伺っております。よろしくご審議の上、議決賜りますようお願い申し上

げます。 

○奥野 学議長 これをもって提案理由の説明を終わります。 
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  本件については、事業委員会に付託の予定でありますが、その前に大綱的質疑を受けたいと思

います。 

  これにご異議ございませんか。 

（「異議なし」の声あり） 

○奥野 学議長 異議なしと認めます。 

  これより大綱的質疑を行います。質疑ございませんか。 

○竹内邦博議員 すいません。ちょっと１点だけ。この多奈川地区の多目的公園の整備、維持管理

ていうんですけど、いきいきパークとの関係はどうなっているのか、それだけ教えてください。 

○奥野 学議長 企画政策監、西 啓介君 

○西企画政策監 ご質問いただきました件についてお答えさせていただきます。多奈川地区多目的

公園は、いきいきパークと事業用地をあわせた土取り跡地全体を指す名称でございます。多目的

公園の中に、いきいきパークという公園の部分と企業が進出している事業用地があるという関係

となっております。 

○奥野 学議長 よろしいですか。ほかに質疑ございませんか。田島乾正君。 

○田島乾正議員 今回、整備という名称を入れてるんですけども、整備の規模とか、整備のどのよ

うな整備を今後、将来的にやっていかれるのか、整備目的と整備の事業状況を教えてほしいんで

すけど、２点、お願いします。 

○奥野 学議長 企画政策監、西 啓介君 

○西企画政策監 ご質問いただきました件についてお答えさせていただきます。多目的公園の基金

につきましては、これまでは維持管理と運営に関する部分につきましてこの基金を充当させてい

ただいていたところでございますが、現在、第二阪和国道の仮置き土砂を置いております将来の

町の公園として整備をするエリアの土砂が平成２７年度中に撤去される予定となっております。

このエリアの２ヘクタールの部分につきまして、２８年度から公園を整備したいと考えておりま

す。その公園整備に当たる費用を賄うため多目的公園の管理基金を充当させていただくものでご

ざいます。 

  また、将来的に公園の部分で維持補修が発生する可能性がございます。例えば道路が傷むなり、

公園の施設が傷むというようなことも生じてまいるかと思います。その部分につきましても、一

般財源に影響を与えることなく運営するために多目的公園の基金を活用したいと考えております。 

○奥野 学議長 ほかに質疑ございませんか。中原 晶君。 

○中原 晶議員 この件は、特別委員会でもまた説明いただいたりする機会はあるでしょうか。 
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○奥野 学議長 企画政策監、西 啓介君 

○西企画政策監 この基金条例の件につきましては特別委員会での説明は予定いたしておりません

が、２ヘクタールの土取り跡地の公園整備の件につきましては、特別委員会の中でご説明をさせ

ていただきたいと考えております。 

○奥野 学議長 ほかに質疑ございませんか。 

（「なし」の声あり） 

○奥野 学議長 これで大綱的質疑を終わります。 

  ただいま議題となっております、岬町基金条例の一部を改正する件については、会議規則第３

９条第１項の規定により、事業委員会に付託したいと思います。 

  これにご異議ございませんか。 

（「異議なし」の声あり） 

○奥野 学議長 異議なしと認めます。 

  よって、本件については事業委員会に付託することに決定しました。 

 

―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 

○奥野 学議長 日程２６、議案第２５号、岬町税条例の一部を改正する件を議題とします。 

  本件について、提案理由の説明を求めます。財政改革部長、四至本直秀君。 

○四至本財政改革部長 日程２６、議案第２５号、岬町税条例の一部を改正する条例についてご説

明いたします。 

  提案理由といたしましては、地域における民間公益活動の活性化を図るため、所得税において

寄附金控除の対象となる公益法人等の寄附金のうち、町内に事務所または事業所を有する法人に

対して支出した寄附金を町民税の寄附金税額控除の対象とするために、本条例の改正を行うもの

です。 

  それでは、本条例案について説明いたします。説明につきましては、本条例案と合わせて配付

させていただいております末尾の岬町税条例改正資料の個人住民税における寄附金税額控除の対

象寄附金というものをごらん願いたいと思います。 

  公益法人等に対する寄附金については、寄附金税額控除ができるように地方税法等の一部を改

正する法律により、地方税法第３１４条の７第１項第３号の改正がされております。寄附金控除

の対象となる寄附金につきましては、この表の個人住民税の欄に矢印で示しております寄附金で、

市町村条例で定めるものとされております。このことから、個人住民税の税額控除の対象とする
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法人等に対する寄附金を条例第３４条の７に加えるものでございます。 

  なお、この表の右側の枠には、寄附金の区分に示す法人等の種類ごとの寄附金に対応する改正

条文の号番号を示しています。 

  寄附金区分３の国立大学法人等への指定寄附金は、改正条例の第３４条の７第１項第１号に規

定する寄附金です。 

  寄附金区分４の特定公益増進法人に対する寄附金は、①から⑦の独立行政法人から更生保護法

人に対する寄附金で、それぞれ第３４条の７第１項第２号から第８号に係る寄附金でございます。 

  寄附金区分５の一定の要件を満たす特定公益信託に対して支出した金銭は、第３４条の７第１

項第９号に係る金銭でございます。また、寄附金区分６の①の都道府県知事・指定都市市長が認

定したＮＰＯ法人に対する寄附金は、第３４条の７第１項第１０号に規定するものとなっており

ます。 

  なお、本条例の改正により、寄附金控除の対象となる寄附金は、これら１０項目の寄附金でな

おかつ大阪府地方税法第３７条の２第１項第３号に掲げる寄附金に関する条例に基づき、大阪府

知事が指定した寄附金で、町内に事務所または事業所を有する法人または団体に支出したもので

す。本改正により、これらの寄附金等については所得税における所得控除等とあわせまして個人

住民税の寄附金の税額控除を受けることができるようになります。 

  なお、本条例につきましては、平成２７年１月１日から適用することになっております。 

  以上が条例案の概要でございます。本件は、総務文教委員会へ付託の予定と伺っております。

よろしくご審議の上、議決賜りますようお願い申し上げます。 

○奥野 学議長 これをもって提案理由の説明を終わります。 

  本件については、総務文教委員会に付託の予定でありますが、その前に大綱的質疑を受けたい

と思います。 

  これにご異議ございませんか。 

（「異議なし」の声あり） 

○奥野 学議長 異議なしと認めます。 

  これより大綱的質疑を行います。質疑ございませんか。 

（「なし」の声あり） 

○奥野 学議長 質疑なしと認めます。 

  これで大綱的質疑を終わります。 

  ただいま議題となっております、岬町税条例の一部を改正する件については、会議規則第３９
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条第１項の規定により、総務文教委員会に付託したいと思います。 

  これにご異議ございませんか。 

（「異議なし」の声あり） 

○奥野 学議長 異議なしと認めます。 

  よって、本件については総務文教委員会に付託することに決定しました。 

 

―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 

○奥野 学議長 日程２７、議案第２６号、岬町手数料条例の一部を改正する件を議題とします。 

  本件について、提案理由の説明を求めます。都市整備部長、末原光喜君。 

○末原都市整備部長 日程２７、議案第２６号、岬町手数料条例の一部を改正する条例につきまし

ては、ご説明させていただきます。 

  提案理由といたしまして、鳥獣の保護及び狩猟の適正化に関する法律の一部を改正する法律の

施行に伴い、本条例に所要の改正を行うものであります。 

  それでは、岬町手数料条例の一部を改正する条例の概要につきまして、ご説明いたします。裏

面及び新旧対照表を合わせてご参照願います。手数料条例の一部を次のように改正いたします。 

  第２条、３７号におきまして「鳥獣の保護及び狩猟の適正化に関する法律」を「鳥獣の保護及

び管理並びに狩猟の適正に関する法律」に改めます。 

  同条第３８号及び３９号におきまして、「鳥獣の保護及び狩猟の適正に関する法律」を「鳥獣

の保護及び管理並びに狩猟の適正に関する法律」に改めます。 

  次に、附則といたしまして、この条例は平成２７年５月２９日から施行いたします。 

  本件につきましては、事業委員会に付託の予定と伺っておりますので、よろしくご審議の上、

議決賜りますようお願い申し上げます。 

○奥野 学議長 これをもって提案理由の説明を終わります。 

  本件については、事業委員会に付託の予定でありますが、その前に大綱的質疑を受けたいと思

います。 

  これにご異議ございませんか。 

（「異議なし」の声あり） 

○奥野 学議長 異議なしと認めます。 

  これより大綱的質疑を行います。 

  質疑ございませんか。 
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（「なし」の声あり） 

○奥野 学議長 質疑なしと認めます。 

  これで大綱的質疑を終わります。 

  ただいま議題となっております岬町手数料条例の一部を改正する件については、会議規則第３

９条第１項の規定により、事業委員会に付託したいと思います。 

  これにご異議ございませんか。 

（「異議なし」の声あり） 

○奥野 学議長 異議なしと認めます。 

  よって、本件については、事業委員会に付託することに決定しました。 

 

―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 

○奥野 学議長 日程２８、議案第２７号、岬町立保育所条例の一部を改正する件を議題といたし

ます。 

  本件について、提案理由の説明を求めます。 

  しあわせ創造部長、古橋重和君。 

○古橋しあわせ創造部長 日程２８、議案第２７号、岬町立保育所条例の一部を改正する件につき

まして、ご説明いたします。 

  提案理由といたしましては、岬町立子育て支援センター条例の制定等に伴い、本条例に所要の

改正を行うものでございます。 

  それでは、条例案についてご説明をさせていただきます。 

  議案書の裏面及び新旧対照表をごらんください。 

  保育所の名称及び定員を規定をいたしております第２条の表から、岬町立子育て支援センター

条例の制定に伴い、岬町立緑丘保育所を削るとともに、保育所の入所の基準を規定をしておりま

す第４条につきましても、子ども・子育て支援法の施行に伴い削るものでございます。 

  また、これにより以降の条について、それぞれ繰り上げるものでございます。 

  次に、附則では、本条例の施行日を平成２７年４月１日と定めております。 

  以上が、条例案の概要でございます。 

  本件は、厚生委員に付託の予定と伺っております。よろしくご審議の上、議決賜りますようお

願い申し上げます。 

○奥野 学議長 これをもって、提案理由の説明を終わります。 



 

80 

  本件については、厚生委員会に付託の予定でありますが、その前に大綱的質疑を受けたいと思

います。 

  これにご異議ございませんか。 

（「異議なし」の声あり） 

○奥野 学議長 異議なしと認めます。 

  これより大綱的質疑を行います。 

  質疑ございませんか。 

（「なし」の声あり） 

○奥野 学議長 質疑なしと認めます。 

  これで大綱的質疑を終わります。 

  ただいま議題となっております岬町立保育所条例の一部を改正する件について、会議規則第３

９条第１項の規定により、厚生委員会に付託したいと思います。 

  これにご異議ございませんか。 

（「異議なし」の声あり） 

○奥野 学議長 異議なしと認めます。 

  よって、本件については、厚生委員会に付託することに決定しました。 

 

―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 

○奥野 学議長 日程２９、議案第２８号、岬町介護保険条例の一部を改正する件を議題といたし

ます。 

  本件について、提案理由の説明を求めます。 

  しあわせ想像部長、古橋重和君。 

○古橋しあわせ創造部長 日程２９、議案第２８号、岬町介護保険条例の一部を改正する件につき

まして、ご説明いたします。 

  提案理由といたしましては、平成２７年度から平成２９年度にかかる介護保険法に定める６５

歳以上の１号被保険者の介護保険料負担を定めるとともに、介護予防日常生活支援総合事業の実

施日を定めるため、本条例に所要の改正を行うものでございます。 

  それでは、条例案について、ご説明をさせていただきます。 

  議案書裏面及び新旧対照表をごらんください。 

  まず、改正内容といたしましては、介護保険料の改定と附則第８条として、介護予防日常生活
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支援総合事業については、介護予防及び生活支援の体制整備の必要性に鑑み、その円滑な実施を

図るため、平成２７年４月１日から平成２９年３月３１日までの間は行わない旨の経過措置を設

ける改正となっております。 

  なお、本条例改正の大部分は介護保険料の改定となっていることから、説明につきましては、

本議案書を合わせて送付させていただいております、介護保険料案によりご説明させていただき

ます。 

  介護保険料は、介護給付費等の動向により増減をいたします。このことから介護給付費が高く

なればなるほど、保険料も高くなってまいります。介護保険料の算出プロセスでございますが、

まず、①で平成２７年度から平成２９年度までの３カ年の給付見込み額を算定した額に、②の介

護保険法に定められた６５歳以上の１号被保険者が負担する割合である２２％を乗じて、１号被

保険者の負担相当額を算定をいたします。 

  その負担額から③になりますが、調整交付金による減額や準備基金の取り崩しを差し引いた保

険料収納必要額を算定し、④の収納率で補正した後の額を、⑤で基準額の割合で補正した、平成

２７年度から平成２９年度までの３年間の合計被保険者数で割った額が標準月額となり、月額５，

５３０円、年額６万６，３６５円となります。 

  なお、今回の算定では、準備基金の全額を取り崩して保険料の上昇を抑制をいたしております。 

  また、介護保険料の標準月額ベースでの使途は、一番下の表に記載のとおりでございます。 

  裏面をごらんください。 

  現行と比較をしました介護保険料案をお示ししたもので、左が現行、右側に改正案と現行の比

較を記載をいたしております。 

  まず、今回の改正では、現行の第一段階と第二段階を、国の基準に準じて統合し、第一段階と

して変更していることから、段階の区分数は１３区分から１２区分となります。 

  また、第一段階の負担割合を消費税増税に伴う軽減措置として、現行の０．５から０．４に引

き下げております。 

  なお、その他の段階の負担率については、変更はございません。 

  また、各段階の保険料は記載のとおりとなってございます。 

  また、附則につきましては、施行期日等として、第１項では、この条例では平成２７年４月か

ら施行する。 

  また、２項では、第一段階の負担割合を消費税増税に伴う軽減措置として、現行の０．５から

０．４５に引き下げた保険料を規定するための第５条に１項を加える改正規定は、交付の日から
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起算して３カ月を超えない範囲において、規則で定める日から施行する旨を定めております。 

  また、改正後の第５条第２項の規定は、平成２７年４月１日から適用する旨を定めております。 

  次に、第３項では、平成２７年度分の保険料から適用し、平成２６年度以前の年度分の保険料

については、なお従前の例による旨の経過措置を設けております。 

  以上が、条例案の概要でございます。 

  本件は、厚生委員会に付託の予定と伺っております。よろしくご審議の上、議決賜りますよう

お願い申し上げます。 

○奥野 学議長 これをもって、提案理由の説明を終わります。 

  本件については、厚生委員会に付託の予定でありますが、その前に大綱的質疑を受けたいと思

います。 

  これにご異議ございませんか。 

（「異議なし」の声あり） 

○奥野 学議長 異議なしと認めます。 

  これより大綱的質疑を行います。 

  質疑ございませんか。 

（「なし」の声あり） 

○奥野 学議長 質疑なしと認めます。 

  これで大綱的質疑を終わります。 

  ただいま議題となっております岬町介護保険条例の一部を改正する件については、会議規則第

３９条第１項の規定により、厚生委員会に付託したいと思います。 

  これにご異議ございませんか。 

（「異議なし」の声あり） 

○奥野 学議長 異議なしと認めます。 

  よって、本件については、厚生委員会に付託することに決定しました。 

 

―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 

○奥野 学議長 日程３０、議案第２９号、岬町指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び

運営に関する基準を定める条例の一部を改正する件を議題といたします。 

  本件について、提案理由の説明を求めます。 

  しあわせ創造部長、古橋重和君。 
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○古橋しあわせ創造部長 日程３０、議案第２９号、岬町指定地域密着型サービスの事業の人員、

設備及び運営に関する基準を定める条例の一部を改正する件について、ご説明いたします。 

  提案理由といたしましては、指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基

準の改正に伴い本条例に所要の改正を行うものでございます。 

  それでは、条例案について説明をさせていただきます。 

  議案書の裏面等をごらんください。 

  また、本条例案につきましては、改正条項が多岐にわたりますので、説明につきましては、本

議案書と合わせて送付させていただいております。条例の一部を改正する条例案の概要によって、

説明をさせていただきたいと思います。 

  まず、条例改正の基本的な考え方といたしましては、国の基準の改正に伴う条例改正に当たっ

ては、地域の実情を十分に参酌することとなっておりますが、国の基準と異なる基準を定めるほ

どの特別な理由が認められないことから、原則として、国の基準に準じた改正としているところ

でございます。 

  ただし、岬町暴力団等の排除に関する条例の基本理念を踏まえて、暴力団排除の規定を町独自

基準として盛り込んでおります。 

  次に、改正内容につきましては、表のほうに整理をいたしております。 

  まず基準では、先ほど説明をさせていただいた暴力団等の排除について、新たに規定をいたし

ております。 

  次の定期巡回随時対応型訪問介護看護では、事業所の夜間オペレーターとしてあてることので

きる施設、事業所の範囲の拡大やサービス名称の変更、外部評価の廃止、訪問看護サービスの一

部を他の訪問看護事業所に行わせることができることなどが、主な改正内容となっております。 

  次に、認知症対応型通所介護については、介護保険サービスではない、お泊まりデイサービス

を実施する場合における届け出義務の追加。供用型認知症対応型通所介護、いわゆる認知症デイ

の利用定員の拡充、また、事業者の事故発生時の対応の規定の追加などが、主な改正内容となっ

ております。 

  ２ページをごらんください。 

  小規模多機能型居宅介護では、事業所の看護職員の兼務できる施設の範囲の拡大や管理者が兼

務できるサービスの拡大、サービス名称の変更、事業所の登録定員の拡大、また通いサービスの

登録定員が２５人を超える場合の利用定員の追加、事業者の外部評価の廃止などが主な改正内容

となっております。 
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  次に、認知症対応型共同生活介護では、サービス名称の変更や事業所の標準ユニット数の拡大

などが、主な改正内容となっております。 

  次の地域密着型特定施設入所生活介護では、サービス名称の変更、また介護報酬の代理受領要

件の廃止、記録の保存が必要な書類から有料老人ホーム入居の同意書を削除することなどが、主

な改正内容となってございます。 

  次に、地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護では、サテライト型地域密着介護老人福祉

施設の本体施設として認められる施設の拡大や介護支援員専門医の数、サービス名称の変更、記

録の保存規定などが、主な改正内容となっております。 

  ３ページですが、複合型サービスでは、サービス名称の変更、登録定員の拡大、通いサービス

の登録定員が２５人を超える場合の利用定員の追加、外部評価の廃止などが、主な改正内容とな

っております。 

  最後に、文言や引用条項等の修正を行っている条項については、記載のとおりでございます。 

  また、附則において施行期日を平成２７年４月１日と定めております。 

  以上が、条例案の概要でございます。 

  本件は、厚生委員会に付託の予定と伺っております。よろしくご審議の上、議決賜りますよう

お願い申し上げます。 

○奥野 学議長 これをもって、提案理由の説明を終わります。 

  本件については、厚生委員会に付託の予定でありますが、その前に大綱的質疑を受けたいと思

います。 

  これにご異議ございませんか。 

（「異議なし」の声あり） 

○奥野 学議長 異議なしと認めます。 

  これより大綱的質疑を行います。 

  質疑ございませんか。 

（「なし」の声あり） 

○奥野 学議長 質疑なしと認めます。 

  これで大綱的質疑を終わります。 

  ただいま議題となっております岬町指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関

する基準を定める条例の一部を改正する件については、会議規則第３９条第１項の規定により、

厚生委員会に付託したいと思います。 
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  これにご異議ございませんか。 

（「異議なし」の声あり） 

○奥野 学議長 異議なしと認めます。 

  よって、本件については、厚生委員会に付託することに決定しました。 

 

―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 

○奥野 学議長 日程３１、議案第３０号、岬町指定地域密着型介護予防サービスの事業の人員、

設備及び運営並びに指定地域密着型介護予防サービスに係る介護予防のための効果的な支援の方

法に関する基準を定める条例の一部を改正する件を議題といたします。 

  本件について、提案理由の説明を求めます。 

  しあわせ創造部長、古橋重和君。 

○古橋しあわせ創造部長 日程３１、議案第３０号、岬町指定地域密着型介護予防サービスの事業

の人員、設備及び運営並びに指定地域密着型介護予防サービスの事業に係る介護予防のための効

果的な支援の方法に関する基準を定める条例の一部を改正する件について、ご説明させていただ

きます。 

  提案理由といたしましては、指定地域密着型介護予防サービスの事業の人員、設備及び運営並

びに指定地域密着型介護予防サービスに係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準

の改正に伴い、本条例に所要の改正を行うものでございます。 

  それでは、条例案について、説明をさせていただきます。 

  なお、本条例につきましても、改正条項が多岐にわたりますので、議案書と合わせて送付いた

しております条例の一部を改正する条例案の概要により説明をさせていただきます。 

  まず、条例改正の基本的な考え方といたしましては、国の基準の改正に伴う条例改正に当たっ

ては、地域の実情を十分に参酌することとなっておりますが、国の基準と異なる基準を定めるほ

どの特別な理由が認められないことから、原則として国の基準に準じた改正としているところで

ございます。 

  ただし、暴力団排除の規定を町独自基準として盛り込んでおります。 

  次に、改正内容につきましては、表の整理をいたしております。 

  まず、基準では、先ほど説明をさせていただいた暴力排除について、新たに規定をいたしてお

ります。 

  次の介護予防認知症対応型通所介護では、介護保険サービスではないお泊まりデイサービスを
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実施する場合における届け出義務の追加。供用型認知症対応型通所介護、いわゆる認知症デイの

利用定員の拡充、また事業者の事故発生時の対応規定の追加などが、主な改正内容となっており

ます。 

  介護予防小規模多機能型居宅介護では、事業所の看護職員の兼務できる施設の範囲の拡大や、

管理者が兼務できるサービスの拡大、サービス名称の変更、事業者の登録定員の拡大、通いサー

ビスの登録定員が２５人を超える場合の利用定員の追加、事業者の外部評価の廃止などが主な改

正内容となってございます。 

  裏面をごらんください。 

  介護予防認知症対応型共同生活介護では、事業所の標準ユニット数の拡大などが、主な改正内

容となっております。 

  最後に、文言や引用条項等の修正を行っている状況については、記載のとおりでございます。 

  また、附則において施行期日を、平成２７年４月１日と定めております。 

  以上が、条例案の概要でございます。 

  本件は、厚生委員会に付託と予定と伺っております。よろしくご審議の上、議決賜りますよう

お願い申し上げます。 

○奥野 学議長 これをもって、提案理由の説明を終わります。 

  本件については、厚生委員会に付託の予定であります。その前に大綱的質疑を受けたいと思い

ます。 

  これにご異議ございませんか。 

（「異議なし」の声あり） 

○奥野 学議長 異議なしと認めます。 

  これより大綱的質疑を行います。 

  質疑ございませんか。 

（「なし」の声あり） 

○奥野 学議長 質疑なしと認めます。 

  これで大綱的質疑を終わります。 

  ただいま議題となっております岬町指定地域密着型介護予防サービスの事業の人員、設備及び

運営並びに指定地域密着型介護予防サービスに係る介護予防のための効果的な支援の方法に関す

る基準を定める条例の一部を改正する件については、会議規則第３９条第１項の規定により、厚

生委員会に付託したいと思います。 
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  これにご異議ございませんか。 

（「異議なし」の声あり） 

○奥野 学議長 異議なしと認めます。 

  よって、本件については、厚生委員会に付託することに決定しました。 

 

―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 

○奥野 学議長 日程３２、議案第３１号、岬町営住宅条例の一部を改正する件を議題といたしま

す。 

  本件について、提案理由の説明を求めます。 

  都市整備部長、末原光喜君。 

○末原都市整備部長 日程３２、議案第３１号、岬町営住宅条例の一部を改正する件につきまして、

ご説明いたします。 

  提案理由といたしましては、町営緑ヶ丘住宅の建てかえを契機に、共益費を徴収するため、本

条例に所要の改正を行うものでございます。 

  なお、当該共益費につきましては、入居予定者に対しまして説明会を開催させていただいてい

るものでございます。 

  裏面及び新旧対照表を合わせてご参照願います。 

  なお、参考資料として、本条例の一部改正に関連する条例の抜粋を添付しておりますので、合

わせてご参照願います。 

  岬町営住宅条例の一部を次のように改正するものでございます。 

  第２３条の次に、２３条の２項を加えるもので、第２３条の２につきましては、共益費の徴収

等について定めたものでございます。 

  第１項では、町長は前条各号の費用の電気、ガス、水道など、入居者の費用負担とするものの

うち入居者の共通の利益を図るため、特に必要があると認めて、規則で定める費用、階段と廊下

と街頭等の電気使用料及びエレベーターなどの電気使用料、維持管理費等を共益費として、規則

で定めることにより、入居者から徴収するものでございます。 

  次に、第２項は、共益費の納付及び減免、または徴収の猶予について定めるもので、家賃の納

付を定めた第１７条第２項第３号の規定及び家賃の減免、または徴収の猶予を定めた第２０条の

規定は、共益費についても準用するものでございます。 

  次に、附則といたしまして、この条例は公布の日から試算して、１年を超えない範囲内におい
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て規則で定める日から施行するものでございます。 

  本件につきましては、事業委員会に付託の予定と伺っておりますので、よろしくご審議の上、

議決賜りますようお願い申し上げます。 

○奥野 学議長 これをもって、提案理由の説明を終わります。 

  本件については、事業委員会に付託の予定でありますが、その前に大綱的質疑を受けたいと思

います。 

  これにご異議ございませんか。 

（「異議なし」の声あり） 

○奥野 学議長 異議なしと認めます。 

  これより大綱的質疑を行います。 

  質疑ございませんか。 

（「なし」の声あり） 

○奥野 学議長 質疑なしと認めます。 

  これで大綱的質疑を終わります。 

  ただいま議題となっております岬町営住宅条例の一部を改正する件については、会議規則第３

９条第１項の規定により、事業委員会に付託したいと思います。 

  これにご異議ございませんか。 

（「異議なし」の声あり） 

○奥野 学議長 異議なしと認めます。 

  よって、本件については、事業委員会に付託することに決定しました。 

 

―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 

○奥野 学議長 日程３３、議案第３２号、地方教育行政の組織及び運営に関する法律の一部を改

正する法律の施行に伴う関係条例の整備等に関する件を議題といたします。 

  本件について、提案理由の説明を求めます。 

  教育次長、中田道徳君。 

○中田教育次長 日程３３、議案第３２号、地方教育行政の組織及び運営に関する法律の一部を改

正する法律の施行に伴う関係条例の整備等に関する件について、ご説明申し上げます。 

  提案理由は、地方教育行政の組織及び運営に関する法律の一部を改正する法律の施行に伴い、

関係条例で所要の改正が生じることから、これらを整備等する条例を制定するものです。 
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  議案書の裏面並びに新旧対照表も併せてご参照願います。 

  また、本条例の内容につきましては、ごらんのとおり制定する条項が多岐にわたっております

ので、本議案書と併せてご送付しております、関係条例の整備等に関する条例案の概要によりご

説明申し上げます。 

  本条例案の構成は、第１条から第８条及び附則としております。 

  第１条は、岬町議会委員会条例の一部改正としまして、教育行政の責任の明確化の観点から、

現行の委員長と教育長を一本化した新たな教育長を設置し、教育委員会の会務を総理し、代表す

るため教育委員会の委員長を教育長に改めるものでございます。 

  第２条は、岬町職員定数条例の一部改正としまして、教育長はこれまで一般職の職員として位

置づけられていましたが、新教育長は長が議会の同意を得て任命する常勤の特別職として位置づ

けられ、一般職としての教育長の任命等に関して規定が削除されましたので、教育長を削除する

ものです。 

  第３条は、岬町特別職報酬等審議会条例の一部改正としまして、新教育長は常勤の特別職とな

ることから、第２条の規定に教育長を追加しております。 

  裏面をごらんください。 

  第４条は、非常勤の職員の報酬及び費用弁償に関する条例の一部改正としまして、新教育長を

設置することに伴い、教育委員長制度を廃止するため、別表の規定から委員長に関する規定を削

除しております。 

  第５条は、特別職の職員の給与に関する条例の一部改正としまして、新教育長は常勤の特別職

となり教育長の給与については、これまで教育公務員法に規定されていましたが、同条の規定が

削除され、教育長の給与等の支給根拠が、地方自治法となることから、別表に教育長を追加して

おります。 

  また、附則では教育長の給料月額を減額する規定を追加しております。 

  さらに、特別職等の職員の退職手当に関する条例の題名が改められることに伴い題名を改めて

おります。 

  第６条は、特別職等の職員の退職手当に関する条例の一部改正としまして、新教育長は常勤の

特別職に位置づけられ、題名を特別職の職員の退職手当に関する条例に改めています。 

  また、第１条から第３条に規定する特別職等を特別職に改めています。 

  第７条は、岬町教育委員会の委員の数を定める条例の一部改正としまして、新教育長は教育委

員会の厚生員であるが、委員ではないため、教育委員会の委員の数を６人から５人に改めていま
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す。 

  第８条は、教育長の給与等に関する条例の廃止としまして、新教育長は常勤の特別職に位置づ

けられ、教育長の給与等の支給根拠が地方自治法となることから、教育長の給与等に関する条例

を廃止しております。 

  また、附則としまして、第１項は条例の施行期日を定め、平成２７年４月１日としています。

第２項から第９行は現行の教育長は、その教育委員会の委員としての任期に限り、なお、従前の

例により在職することとされているため、経過措置に関する規定を設けております。 

  以上が、本条例の概要でございます。 

  本件については、総務文教委員会に付託の予定と伺っております。よろしくご審議の上、議決

賜りますようお願い申し上げます。 

○奥野 学議長 これをもって、提案理由の説明を終わります。 

  本件については、総務文教委員会に付託の予定でありますが、その前に大綱的質疑を受けたい

と思います。 

  これにご異議ございませんか。 

（「異議なし」の声あり） 

○奥野 学議長 異議なしと認めます。 

  これより大綱的質疑を行います。 

  質疑ございませんか。 

（「なし」の声あり） 

○奥野 学議長 質疑なしと認めます。 

  これで大綱的質疑を終わります。 

  ただいま議題となっております地方教育行政の組織及び運営に関する法律の一部を改正する法

律の施行に伴う関係条例の整備等に関する件については、会議規則第３９条第１項の規定により、

総務文教委員会に付託したいと思います。 

  これにご異議ございませんか。 

（「異議なし」の声あり） 

○奥野 学議長 異議なしと認めます。 

  よって、本件については、総務文教委員会に付託することに決定しました。 

 

―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 
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○奥野 学議長 日程３４、議案第３３号、岬町立幼稚園条例の一部を改正する件を議題といたし

ます。 

  本件について、提案理由の説明を求めます。 

  教育次長、中田道徳君。 

○中田教育次長 日程３４、議案第３３号、岬町立幼稚園条例の一部を改正する件について、ご説

明申し上げます。 

  提案理由は、平成２７年度から子ども・子育て支援制度に移行することに伴い、本条例に主要

の改正を行うものです。 

  本件は、先に上程しております岬町特定教育保育施設及び特定地域型保育事業の利用者負担額

等に関する条例の制定により保育料及び保育料の減免規定を削るものです。 

  議案書裏面並びに新旧対照表も併せてご参照願います。 

  改正内容につきましては、岬町立幼稚園条例の一部を改正する、第５条及び第６条を削り、第

７条を第５条とし、第８条を第６条とする。 

  附則としまして、この条例は平成２７年４月１日から施行するものです。 

  以上が概要でございます。 

  本件については、総務文教委員会に付託の予定と伺っております。よろしくご審議の上、議決

賜りますようお願い申し上げます。 

○奥野 学議長 これをもって、提案理由の説明を終わります。 

  本件については、総務文教委員会に付託の予定でありますが、その前に大綱的質疑を受けたい

と思います。 

  これにご異議ございませんか。 

（「異議なし」の声あり） 

○奥野 学議長 異議なしと認めます。 

  これより大綱的質疑を行います。 

  質疑ございませんか。 

（「なし」の声あり） 

○奥野 学議長 質疑なしと認めます。 

  これで大綱的質疑を終わります。 

  ただいま議題となっております岬町立幼稚園条例の一部を改正する件については、会議規則第

３９条第１項の規定により、総務文教委員会に付託したいと思います。 
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  これにご異議ございませんか。 

（「異議なし」の声あり） 

○奥野 学議長 異議なしと認めます。 

  よって、本件については、総務文教委員会に付託することに決定しました。 

 

―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 

○奥野 学議長 日程３５、議案第３４号、岬町立テニスコート条例の一部を改正する件を議題と

いたします。 

  本件について、提案理由の説明を求めます。 

  教育次長、中田道徳君。 

○中田教育次長 日程３５、議案第３４号、岬町立テニスコート条例の一部を改正する件について、

ご説明申し上げます。 

  提案理由は、岬町立テニスコート使用料の受益者負担の適正化を図るため、本条例に主要の改

正を行うものです。 

  議案書の裏面並びに新旧対照表も併せてご参照願います。 

  改正内容につきましては、岬町立テニスコート条例の一部を、次のように改正する。別表中、

２時間を１時間に、１００円を２００円に改める。 

  なお、附則で施行期日としまして、この条例は平成２７年４月１日から施行する。 

  また、経過措置としまして、２改正後の岬町立テニスコート条例別表の規定は、施行日以後の

使用に係る使用料について適用し、同日前までの使用に係る使用料は、なお従前の例によるもの

です。 

  以上が、概要でございます。 

  本件については、総務文教委員会に付託の予定と伺っております。よろしくご審議の上、議決

賜りますようお願い申し上げます。 

○奥野 学議長 これをもって、提案理由の説明を終わります。 

  本件については、総務文教委員会に付託の予定でありますが、その前に大綱的質疑を受けたい

と思います。 

  これにご異議ございませんか。 

（「異議なし」の声あり） 

○奥野 学議長 異議なしと認めます。 
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  これより大綱的質疑を行います。 

  質疑ございませんか。 

  竹原伸晃君。 

○竹原伸晃議員 総務文教委員会では所属しておりませんので、質問させていただこうと思います。 

  見させていただいた感じでは、２時間で１００円だったのが１時間で２００円になると、４倍

になるということでございますけども、質問二つありまして、大体このぐらいの金額が妥当であ

るということを、どこのところで勧告を受けたというんですか。検討していただいたのかという、

社会教育委員なのであろうか。どこであろうかというのが、１点と。 

  それと、現在、使用されている方たちとの大体の調整というのは済んでおるのかどうかという、

この２点お願いいたします。 

○奥野 学議長 教育次長、中田道徳君。 

○中田教育次長 お答えいたします。 

  まず、この改定につきましては、委員おっしゃるように社会教育委員さんともいろいろ協議を

重ねてまいりました。 

  また、この使用料につきましては、かねてから現在のテニスコートの使用料が各近隣さんの使

用料と比べますと、かなり低額で推移しておりました。 

  今回、テニスコートをリニューアルすることによりまして、また、社会教育団体さんのほうか

らも見直しというご意見も伺う中で、今回改正に至った次第でございます。 

  利用者の方につきましても、十分ご意見もいただきまして、利用者側からも見直しはどうかと

いうことで、ご提案もいただいておりましたので、今回併せて改正の方向を考えた次第でござい

ます。 

○奥野 学議長 ほかに質疑ございませんか。 

（「なし」の声あり） 

○奥野 学議長 質疑なしと認めます。 

  これで大綱的質疑を終わります。 

  ただいま議題となっております岬町立テニスコート条例の一部を改正する件については、会議

規則第３９条第１項の規定により、総務文教委員会に付託したいと思います。 

  これにご異議ございませんか。 

（「異議なし」の声あり） 

○奥野 学議長 異議なしと認めます。 
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  よって、本件については、総務文教委員会に付託することに決定しました。 

 

―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 

○奥野 学議長 日程３６、議案第３５号、岬町保育所における保育に関する条例を廃止する件を

議題といたします。 

  本件について、提案理由の説明を求めます。 

  しあわせ創造部長、古橋重和君。 

○古橋しあわせ創造部長 日程３６、議案第３５号、岬町保育所における保育に関する条例を廃止

する件につきまして、ご説明いたします。 

  提案理由といたしましては、子ども・子育て支援法の施行等に伴い、本条例を廃止するもので

ございます。 

  それでは、条例案についてご説明させていただきます。 

  議案書の裏面をごらんください。 

  まず、本条例では保育料や保育を行う基準を定めておりますが、子ども・子育て支援法の施行

等に伴い、新たな例規整備を行うことから、本条例を廃止するものでございます。 

  また、附則では本条例の施行日を子ども・子育て支援法の施行の日、平成２７年４月１日から

施行する旨を定めております。 

  以上が、条例案の概要でございます。 

  本件は、厚生委員会に付託の予定と伺っております。よろしくご審議の上、議決賜りますよう

お願い申し上げます。 

○奥野 学議長 これをもって、提案理由の説明を終わります。 

  本件については、厚生委員会に付託の予定でありますが、その前に大綱的質疑を受けたいと思

います。 

  これにご異議ございませんか。 

（「異議なし」の声あり） 

○奥野 学議長 異議なしと認めます。 

  これより大綱的質疑を行います。 

  質疑ございませんか。 

（「なし」の声あり） 

○奥野 学議長 質疑なしと認めます。 
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  これで大綱的質疑を終わります。 

  ただいま議題となっております岬町保育所における保育に関する条例を廃止する件については、

会議規則第３９条第１項の規定により、厚生委員会に付託したいと思います。 

  これにご異議ございませんか。 

（「異議なし」の声あり） 

○奥野 学議長 異議なしと認めます。 

  よって、本件については、厚生委員会に付託することに決定しました。 

 

―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 

○奥野 学議長 日程３７、議案第３６号、岬町固定資産評価審査委員会委員の選任について同意

を求める件を議題といたします。 

  本件について、提案理由の説明を求めます。 

  町長、田代堯君。 

○田代町長 日程３７、議案第３６号、岬町固定資産評価審査委員会委員の選任について同意を求

める件について、ご説明いたします。 

  提案理由といたしましては、岬町固定資産評価審査委員会委員、松下博氏は、平成２７年３月

１１日をもって任期満了となります。同氏の再任について、地方税法第４２３条第３項の規定に

より、議会の同意をもとめるものであります。 

  松下博氏については、住所は大阪府泉南郡岬町吹井２９８６番地、生年月日は昭和１３年９月

１６日生まれであります。 

  経歴等については、議案書裏面に記載のとおりであります。 

  固定資産評価審査委員会は、固定資産課税台帳に登録された事項に関する不服申し立てがあっ

た場合に、審査決定するために設置された執行機関であります。固定資産評価審査委員会の定数

は、地方税法及び岬町税条例の規定により３人で構成されており、岬町の住民、徴税の納税義務

者、または固定資産の評価について学識経験を有するもののうちから、議会の同意を得て町長が

選任するものであります。 

  つきましては、松下博氏の選任について、ご同意賜りますようよろしくお願い申し上げます。 

○奥野 学議長 これをもって、提案理由の説明を終わります。 

  これより本件に対する質疑を行います。 

  質疑ございませんか。 



 

96 

  竹原伸晃君。 

○竹原伸晃議員 確認ですけども、任期は４年で間違いないですか。よろしくお願いします。 

○奥野 学議長 町長、田代堯君。 

○田代町長 任期は３年であります。 

○奥野 学議長 ほかに質疑ございませんか。 

（「なし」の声あり） 

○奥野 学議長 質疑なしと認めます。 

  これで質疑を終わります。 

  お諮りします。 

  本件は人事に関することですので、委員会付託及び討論を略したいと思います。 

  これにご異議ございませんか。 

（「異議なし」の声あり） 

○奥野 学議長 異議なしと認めます。 

  これより議案第３６号、岬町固定資産評価審査委員会委員の選任について同意を求める件を、

起立により採決します。 

  本件は、原案のとおり同意することに賛成の方の起立を求めます。 

（起立全員） 

○奥野 学議長 起立満場一致であります。 

  よって議案第３６号は、これに同意することに決定しました。 

 

―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 

○奥野 学議長 以上で、本日の日程は全て終了しました。 

  本日はこれで散会します。 

  各常任委員さんには、委員会付託の審議について、よろしくお願いします。 

  なお、次の会議は、３月２６日午前９時３０分から開催予定の議会運営委員会及び全員協議会

終了後に会議を開きますので、ご参集ください。 

  どうもご苦労さまでございました。 

（午後 ４時０８分 閉会） 
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